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西 澤 　脩
＊

〈研 究要 旨〉

　 バ ブ ル 経済 の 崩壊 に 伴 い ，産 業 界 は い ま ダ ウ ン サ イ ジ ン グ に よ る リ ス トラ が 強 く求

め ら れ ，適正 規模 まで の 事業規 模 の 縮小 に よ る減収増益 を図 る 必要 に 迫 ら れ て い る ．

そ の た め に
，

“
原 価 削減 の 宝 庫

”
と称 さ れ る物流 に 取 組 み

， 大 幅 な コ ス トダ ウ ン を 断行

す る こ と が 肝 要 で ある ．財務 諸 表上 の 支払物流費は
，

メ ーカ ーで は 売．．ヒ高 の 2 − 3％ に

す ぎな い が ，総物流 コ ス トは売上 高の 9％ に も達 して い る の で ，売上 高純利益率 2％ の

会杜 で は物流 コ ス トを 10％ 削減す る と，年商 を 45 ％ 増加 させ た の と同 じ利益 効果が あ

げ られ る ．こ の よ うな物流 コ ス ト削減 の 乗数 効果 を達 成 す る に は，物 流 会計 を導入 し

実践 す る こ とが そ の 前提 となる．そ の
一一

環 と して ，筆者等 は ，1992 年 に 通商産 業省 で

『物流 コ ス ト算定 ・活用 マ ニ ュ ア ル 』を制定 し
， 物流商品有料化運動 に着手 した ．こ の

た め ，イ レ ギ ュ ラ ー物流 を要請 し た原 因者 に は ，当マ ニ ュ ア ル に 基 づ い て 計算 した物

流 コ ス ト増 加額 を転 嫁す る こ と に よ っ て ，価 格 メ カ ニ ズ ム を通 じ物 流 の 社 会 的 適 正化

を実現 する こ とが急務 とな る ．

　 なお ，本稿は ，1993 年 11 月 5 日に九州 産業大学で 開催 され た 日本管理会計学会第 3

回全 国 大会 に お い て 行 っ た 「記念講演」の 内容 を草稿 し た もの で あ る ．

〈 キ ーワー ド〉

物流 ，
ロ ジ ス テ ィ ク ス

， リス トラ ， 物流 コ ス ト， 物流会計

1993 年 11 月 受付
＊

早稲円 大学教授 （商学部 〕
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1． ダウン サ イ ジン グ に よ る物流 リス トラ

（1）　ダ ウ ン サ イ ジ ン グに よ る リス トラ クチ ュ ア
1丿ン グ

　1993 年 7 月 27 日 に 閣議 で 了 承 さ れ た 「平 成 5年度年次経済報告 』 （経済 白書 ）は ，2 つ

の 大 きな特 質 を有 して い た ，そ の 1 つ は
， 「… ・’89 年 5 月 まで 金融緩和 政策 を継 続 した ．

こ の よ うな政 策運営が … ・バ ブ ル 発生 の
一

つ の 素地 とな っ た こ とは否定 で きない 」 と して

匚経 済企 画 庁 ，1993 ，201 頁 ］，
’80 年 代後半 の 財 政 金 融 政 策 の 失 敗 が バ ブ ル 発 生 の 原 因 に な

っ た と政 府 の 経済政 策 の 失敗 を自ら公式 に認 め た こ とで ある ． こ れ は
，
1947 年 に第 1 回年

次経済報告が 行 わ れ て 以来 ，初 め て の 自己批判 と い える ．第 2 の 特質は ，第 4 章 で 「豊 か

さに 向 けた 経済 の リス トラ ク チ ュ ア リ ン グ 」 と題 し
， 初め て リ ス トラ 問題 を正 面 か ら と り

あ げた こ とで あ る．

　そ の うち企 業 の リス トラ に つ い て は ，第 2 節 「リス トラ ク チ ュ ア リ ン グ を進 め る企 業」

で
， 大要，次の よ うに 3 つ の 視点か ら

，
企 業の リ ス トラ が 促進 され れ て い る こ と を公式 に

報告 した ［経済企 画庁 ，
1993 年 ，

324 頁］．

  　短 期的視点 か ら進 め られて い る 緊急避 難的な経費の 削減
… ・

設備投資 の 圧 縮，販売

　管理 費の 削減

  長期 的視点か ら進 め られ て い る生 産体制の 見直 し ・… 消費者需要 に即 した無駄の ない

　製 品 開発 ， 多品種小 量 生 産体制の 見直 し ， 本 業回帰へ の 動 き， 雇用 面 の 新 しい 動 き

  国際的 な視点 を も考慮 して 進 め られて い る経営姿勢の 見直 し ・… シ ェ ア争 い ・横並 び

　型経営 か ら個 性発揮型経営 へ の 移行

　こ れ らの 焦点 は ，固定費の 削減 に あ り， その 具体策 と して
， 設備投資の 圧縮 に よ る 減価

償却費 の 削減，広告宣伝費
・
交際費等販売管理費 の 削減，人件費 の 肖lj減 をあげて い る ，こ

の うち広告宣伝 費 ， 交際費及 び交通 費は 3K と呼 ばれ
， そ の 削減が 強化 され て きた が

， 3K

と して は 「冗 費の 3K 」 と 「投資の 3K 」 を識別す べ きで ある ，こ こ に冗 費の 3K とは
， 交

際費 ， 交通 費及 び 献金 の こ とで あ り， 投 資 の 3K とは 研 究 開発 費 ， 広 告宣 伝費及 び教育訓

練 費の こ とで あ る ．冗 費 の 3K は 断固 節減す る こ とが必 要で あ る が ，投 資の 3K は む しろ

積極的 に投資 し将 来の 成長 を支 えるべ きで あ る ．こ の 点か らは
， 広 告宣 伝費や 教 育訓練費

は ， こ れ まで 不況期 に は冗 費の 3K と して
一

方 的切 り詰め が 図 られ て きた が
，

む しろ 維持

な い し増加 し販売促進 に努め る こ とが 推奨 され る ．

　上 述 した リ ス トラ とは果 た して
， 何 か ，そ もそ も， リス トラ とは

， restructuring の こ

と で
， 語 源 的 に は re （再 ）＋ structure （事業構造 ）＋ ing （構築），

つ ま り 「事業構造の

再構築」の こ とに外 な らな い ．か か る 事業構造再構 築の 手段 と して
， 近 年 ， sizing が と り

あげ られて きた ．sizing と は
，
　 size （事業規模 ）＋ ing （増減），

つ ま り事業規模 の 増減 の こ
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とで
，

ア ッ プサ イ ン グ （up −sizing ） と ダ ウ ン サ イ ジ ン グ （down −sizing ） の 2 つ が あ る．

バ ブル 経 済当時 は， ア ッ プサ イ ジ ン グ （事業規模 の 拡 大） に よ る リス トラ と して
，
M ＆ A

（合併 ・買収 ）， 新 製 品 開発 ， 新 領 域 へ の 進 出等が 奨 励 され て きた． とこ ろ が バ ブ ル 経済崩

壊後は
，

ダ ウ ン サ イ ジ ン グ （事業規模 の 縮 小） に よ る リス トラ と して ， 人 員整理 ， 赤字部

門の 閉鎖 ，冗 費 3K の 削減等が 強行 され つ つ あ る．

　 しか し ，
ダ ウ ン サ イ ジ ン グ と は

， 適 正規 模 まで の 縮小 の こ と で ，適 正規 模 を超 え る規模

の 縮小 は ，会社の 整理 又 は 更生 にす ぎない ， ダ ウ ン サ イ ジ ン グ に よ る リス トラ の 名 の 許 に，

事 業の 失 敗 を整理 ・
更生 させ よ う とす る風 潮 は厳 に慎 む べ きで あ る ．要す る に ，バ ブ ル 経

済 に よ っ て 水膨 れ した 事業規模 を適 正規 模 まで 縮 小 す る こ とが ， ダウ ン サ イ ジ ン グ に よ る

リ ス トラ で あ っ て
， 事業失敗 に よ る 人 員整理 や 事業場 閉鎖 は

， 会社整理又 は 会杜更生 に 外

な らな い ．過 食 に よる太 りす ぎは標 準体重 ま で ダイ エ ッ トす べ きで あ るが
， 標準体重 を割

っ て まで 減量 し栄 養失調 に陥 い る こ とは ，避 け ね ば な らな い ．

（2） 物流 リ ス トラ ク チ ュ ア リン グ に よ る 減収増益

　バ ブ ル 経済時代 は，増収増益が企 業 目標 と され ，地価 と株価 の 急増 に よ っ て 労せ ず に そ

れが 実現 され て きた ． しか し ，
バ ブ ル 経済崩壊後は

， 減収増益 が企 業課題 と され，その 難

問 を解決する こ とが 企 業存続 の 生命線 と され る に 至 っ た ．減収 減益 が続 け ば企 業 倒産 に追

い 込 まれ る の で ，深 刻 な不 況 に よ っ て 減収 して も，
な お 利 益 を確保 す る こ とが 至 上 命令 と

な る ．松下 電器産業で は ， こ れ を
“
ゼ ロ 成長経 営

”
と呼称 し，谷井 昭雄社長 は

，
1993 年 9

月 19 日 ， 本 社 講 堂 に経 営 幹 部 約 200 人 を集 め ， 「販 売 の 伸 び率が ゼ ロ で も ， 利益 を き っ ち

り確 保で きる
， 強 い 経 営体 質 を確立 せ よ」 と訓 示 し ， 「経営 革新 プ ラ ン 」 の 策 定 を指示 し

た ［週 間現代 ，
1993

，
190 頁］．

　減収 増 益 目標 を実 現す るに は
， 売 上高 の 減 収 以上 に原 価 削減 を図る こ とが 不 可 欠 で あ る ．

と こ ろ が
， 投 資の 3K は 前述の よ うに 支出 を維持す べ きで あ り ， ま た 製造 原価 の 削減 は 自

動化 ，省力化が 進 ん だ現在 多 くを期待 で きな い が ，物流 コ ス トは企 業努力 に よ っ て 大幅 に

削減 する こ とが で きる ．こ の た め ， 物流は
”

コ ス トダ ウ ン の 宝庫
”

と称 され ［西澤 ，
1973

，

第 4 章］， そ こ に
“
第三 の 利潤源

”
が探求 され て きた ［西澤 ，

1970 ］． コ ス トダ ウ ン の 宝庫

説 ない し第三 利潤 説が 提 唱 され て 既 に 久 しい が
， リス トラ 時代 を迎 え ， 再 び その 重 要説が

見直 され つ つ ある ． い ま， 日経三 誌 （「日本経済新 聞』 ，
『日経 流 通 新 聞』及 び 『日経産 業

新 聞』）か ら物流 コ ス ト削減 の 成 功例 を抽 出 し ，
一

瞥 して み れ ば
，

以 下 の と お りで あ る

［日経 ロ ジス テ ィ ク ス ， 1993
，
2−9 月号］，

　 弘前精機
・…

首都圏の 工 場か ら輸送 して い た部 品 を弘前で 生 産 し，物流 コ ス トを 95％
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　 削減

・新 日鉄 ・川鉄 … ・内航船運行 を コ ン ピ ュ
ー

タで
一

元管理 し，同運航 費 を新 日鉄 で は

　 年間 20 億 円，川鉄で は 12億 円削減

・
不二 製油

… ・
大阪か ら全 国配送 して い た油脂加工 品 を関東 で 生 産 し，売上 高対物流 コ

　 ス ト率 を 8％ か ら 1％ に 引下 げ

フ ァ ミ リー
マ

ー ト … ・
共同配送 の 推 進等 で トラ ッ ク の 1 日の 店着台数 を半 減 し ， 物流

　 コ ス トを 3 割削減

・オ ーネ ッ ト … ・・ダ ン プ カ
ー

に よ る残土 の 陸上輸 送 を海上 輸送 に変更 し
， 高速道路使用

　 料の 軽減等で 輸送費 を 15％ 削 減

・大 阪 ガ ス ・… 物 流 VAN で 発 注 か ら納 入 まで を 2 ヵ 月か ら 5 −14 日に短 縮 し，月間在庫 を

　5 年後に は 6割減 ら し 25 億 円 に

・日本 IBM … ・全国 20 ヵ 所 の 倉 庫 を半減 し
， 直送 比率 を 1 割 か ら 5 割 に引 上 げ ，

95 年末

　 まで に年 間 200 億円の 物流 コ ス トを 3割削減

・富士 通 ・… 物 流 コ ス トは前期 600 億 円 （売上高比 3％ ） を フ ァ ナ ッ ク等 を参考 に ，2 年

　 間で 17％ 減 の 500 億 円 まで 削 減

2． 物流 コ ス トの 実態 と当該削減 の 乗数効 果 理 論

（1） わ が 国 上場会社の 支払物 流 費の 実態

　物流 コ ス トは原 価削減 の 宝 庫 と称 して も ， 物 流 コ ス トの 総 額 が僅 少 の もの で あ れ ば
， そ

の 削減が企 業利益 に及 ぼす影響 は微少 に す ぎな い ．果 た して 物流 コ ス トの 実態 は
，

ど うか ．

上 場会社 に お い て は
，

『証券取 引法』第 5 条 に よ り 「有価証券報告 書』を大蔵大 臣に 提 出

しな けれ ば な ら な い が ，その うち財務諸表 の 用語 ・様式 及 び作 成方法 に つ い て は
， 『財 務

諸 表規則』 に 基 づ い て 作成 す る こ とが 強制 され て い る ．当該規則 に よれ ば，損益計算書 は
，

売上高 か ら売上原 価 を控 除 して 売上 総 利益 を求 め， こ れ か ら販 売費 及び一
般管理 費 を差引

い て 営業利 益 を算 出する こ とが 義務 づ け られ て い る ［財 務諸 表規 則 ，1963 ， 第 83 条 及び 第

89 条］． こ の 場合 ， 売上 原価 で ある 製造原 価 は
， 材料費 ， 労務費及 び 経 費 に 分類 す る と共

に ， 販 売費及 び
一

般 管理 費 は，例 えば次 の よ うに分類 し表示 する こ とが 求め ら れ る ［財務

諸表規 則取 扱要 領
，
1963

，
第 167 及 び 第 176］．

　・販売手数料 ， 荷造費 ， 運 搬 費 ， 広 告宣伝費 ， 見 本費，納 入試 験 費

　 販売及び一
般管理 業務 に 従事す る役員，従業員の 給料 ， 賃金 ， 手当 ， 賞与 ， 福利厚生費

　 販売及び 一
般管理部 門関係 の交 際費 ， 旅費 ， 交通 費 ， 通信 費 ， 光熱 費及 び消 耗 品費，

　　租税公 課 ， 減価償却費 ， 修 繕費 ， 保 険料及 び不 動産賃借料
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　 従 っ て ，製造原価 中の 経 費並 び に 販売費及 び 一
般管理 費の 中か ら荷造費，運搬費 ，保管

費等 を集計 する と
， 支払 物流 費の 総額 を知 る こ とが で きる ，『日経 ロ ジ ス テ ィ ク ス 』誌 は ，

毎年 ，
上 場 会杜 の 支払 物 流 費 を コ ン ピ ュ

ー
タ で 処理 した 結 果 を発 表 して い る ． 同誌 の

1993 年 9 月号 に よ る と，「
「93 年 ，主 要荷 主企 業 2，015 杜 の 支払物 流 費の 総 額 は ，6 兆

6
，
057 億 円 ．前年 に比 べ 1．4％，約 1，500 億 円減少 した ． しか し，売上 高が そ れ 以上 減少 し

た た め ， 対売上 高比 率 は 逆 に 増加 ．前年 に比 べ 比 率が 増 え た企 業が 55％ と過 半 数 を 占め

て い る ．」 匚日経 ロ ジ ス テ ィ ク ス
，
1993

，
149 頁］．同誌 に よ る 1 社毎の 支払物流費の 年額 は

，

例 えば次 の とお りで あ る （括弧 は売上 高比 率）．

  　自動車業 界

　・日産 自動 車 ・… 176 ，892 百 万 円 （4 ．54％ ）

　・トヨ タ 自動車 ・・173
，
924 百万 円 （1，95％ ）

　・本 田技研 工 業 ・・109
，
249 百万 円 （4．05％）

  　鉄鋼業界

　・NKK … … ・・ 83
，
028 百 万 円 （6．58 ％ ）

　・住友金属工 業 ・・ 80
，
079 百万円 （6．95％）

  　 セ メ ン ト業界

　 日本 セ メ ン ト・・ 44，812 百 万 円 （21．24 ％ ）

　・住 友 セ メ ン ト・・ 34
，397 百 万 円 （24，07％ ）

  家電業界

　
・
東芝 … ・… …

　76 ，
280 百 万 円 （2．42％）

　
・日立 製作 所 … ・ 70

，
758 百 万 円 （1．86％）

　な お
， 売上 高対 支払物流 費率は

， 次の と お りで あ る （括弧内 は支払物流 費の 年額）、

　・住友セ メ ン ト ・・ 24．07 ％ （34 ，
397 百万 円）

　・日本セ メ ン ト ・・ 21．24％ （44 ，
812 百万 円）

　
・王子 製紙

… …
　16．40 ％ （73 ，

778 百万 円）

　・第
一

セ メ ン ト ・・ 16．39 ％ （3
，
094 百 万 円）

　・熊沢 製油産 業 ・・ 13．98％ （　 700 百万 円）

　・大 阪セ メ ン ト ・・ 13．70％ （9，348 百 万 円）

　・小野 田 セ メ ン ト ・13 ．62％ （311860 百万 円）

　上 記は 物流 コ ス トの ト ッ プ企 業 を例示 し た もの で ，全 上 場会社か らみ れ ば全 くの 例外 に

す ぎない ．す なわ ち ，
上 場 会社 2

，
015 社の 平均支払物流 費は ，売上 高の 1，55％ とい うの が

実情 で あ る ． とこ ろ が こ れ らの 物流 コ ス トは
， 支払 物流 費 の 呼称 か ら も知 られ る よ うに

，
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荷主会社が 社外 の 物流 専業者 （トラ ッ ク会社 又 は 倉庫会社 等） に現 金で 支払 っ た 金額 だ け

で
， 自家物流 費 （自家輸送 費及 び 自家保管 費等） や物流管 理 費 （本社及 び 現物 の 物流 部 門

費） は ，支払物流費以 外の 各費 目 （給料，賃 金 ，手当，賞与 ，福利 厚生費，交際費，旅費 ，

交通 費 ，通信費，光熱費 ，消耗品 費，租税公課 ， 減価償却 費 ， 修繕 費，保険料及 び不動 産

賃借料等） に混入 して い る ．

　敢えて 比 喩す る な ら ば
， 支払物流 費は い わ ば氷山の

一
角で あ り， 圧 倒的多 くの 物流 コ ス

トは
， 海の 中に潜 っ て い る ， こ の よ うな考 え方 が

“

物流氷 山説
”

で あ る ．海上 に 出た 部 分

だ けが 氷山の 全貌 と侮 っ て 接近す れ ば ， タ イ タ ニ ッ ク事件 の 悲劇 を繰 り返 す こ とに な る ，

物流 に お い て も，支払物流費 を物 流 コ ス トの 全貌 と侮 っ て
， 物流 コ ス トの 管理 を放置 すれ

ば ， 物 流倒 産 の 危険が 生 ず る ．氷 山 で あ れ ば，水 中 レ ーダー
に よ っ て 海 中部分 を深知 する

こ とが で きる ．物流 会計 で は
，

こ の よ うな水 中 レ ー ダ ー
に 相 当す る もの が 物 流 原 価計 算 に

外 な らな い ．

（2） 物流 又 は ロ ジ ス テ ィ クス の 原 価 計 算

　物流 原 価 計算 が対 象 とす る 物 流 又 は ロ ジ ス テ ィ クス と は
一

体何 か ．米 国 ロ ジ ス テ ィ クス

管理 協議 会（Council　of 　Logistics　Management ：CLM ）の 前身で あ る米国物流管理協議 会

（National　Council　of 　Physical　Distribution　Management ： NCPDM ）が 下 した 物流 の 定

義 と ， 1976 年 に CLM に 改組 し た際の ロ ジ ス テ ィ ク ス の 定義 を比 較 し て み る と，次の と お

りで ある ［西澤 ，
1992

，
1−2 頁］．

  物流（physical　distribution： PD ）とは
， 「原 材料 ， 半製 品及 び 完 成 品 の 原 産 地か ら

　消 費地 まで の 能率 的な移動 を計 画 し ， 実施 し ， 統制 す る 目的 で ，2 つ 又 は 3 つ 以 上 の

　活動 を統合す る こ と」 で ある ．

  ロ ジス テ ィ ク ス （logistiCS）とは，「顧客 の ニ ーズ を満 た す ため に原 材料 ， 半製品 及 び

　そ れ ら に 関連す る情報の 原 産 地 か ら消費地 まで の 能率的 ・効率 的な移動及 び保管 を計画

　 し
， 実施 し

， 統制す る過程」を い う．

　物流 も ロ ジス テ ィ ク ス も， 次の 諸点 で は対 象 を同 じ くして い る ．

a 　完 成 品 の ほか ，原材料 や 半製品 （in−process は仕掛品 と訳 され る こ とが 多 い が
，

こ れ

　 は誤訳 で あ る） も対象 に す る ．

b　原 産 地 か ら消 費地 まで
， 換 言す れ ば販 売物流 の ほ か調達物流 まで 包 括 する　（物流 を販

　売物流 に 限定 し ， 調達物流 まで 包括 した もの を ロ ジ ス テ ィ ク ス と称 する 人 もい る が
，

こ

　 れ は不適切 で あ る）．

c 実 行 と管理 の 2 過 程 を含 み
， 管理（management ）は

， 計画（planning ）と統制（control ）

8

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

リ ス トラ 時 代 の 物 流 コ ス トの 管 理

　 か ら構成 され て い る ．

　 しか し，
ロ ジ ス テ ィ クス は ，次の 諸 点で 物 流 と特 質 を異 に して い る，

a 　顧客 の ニ ーズ を満 た す た め に行わ れ
， 顧 客志向が 重視 され て い る．

b　原材料 ，半 製品，完成 品の ほ か ，そ れ ら に 関連す る情 報 （information ）を対 象 と し ，

　情 報管理が 新た に 取 り入れ られ た．

c 移 動 （f【ow ）だ け で な く保 管 （s 七〇ck ）も含 み ，能率 （efficient ）だ け で な く，特 に 費用 効

　率（cost −effective ）を重視す る ．

　 こ の よ うに ， ロ ジ ス テ ィ ク ス の ロ ジ ス テ ィ ク ス た る ゆ えん は 効率 化 の 重 視 に あ る．物 流

の 効率化 を図る こ と が 「物流 の ロ ジ ス テ ィ ク ス 化」 に ほ か な ら ない ． こ の こ とを忘れ ，
ロ

ジ ス テ ィ クス とい うカ タ カ ナ の 新語 に とび つ き，折角の 物流 を捨 て 去 り，新 た に ロ ジス テ

ィ ク ス に 走 ろ うとす る傾 向は 深 く反 省す る 必 要 が あ ろ う．

　 こ の よ うな物流又 は ロ ジ ス テ ィ ク ス （以 下 ， 物 流 と略 称）を対 象 に した 原価 計算が 物流

原価計算で ある ，対象 とする 物流領域 を基準 にする と ， 調 達 物 流 費計 算，社 内物 流 費計算，

販売物流費計算，そ の 他 （返品物流費計算 ， 回収物流 費計算 ， 廃棄物 流 費計算 等）に 分 類

し， ま た物流 機能別 に は ，包装費計算 ，荷役 費計 算，輸送 費計算，保 管費計算 ， そ の 他

（流通 加 工 費計算 ， 情報流 通 費計算 ， 物流 管理費計算等） に再分類する こ とが で きる ．

　物流 原価計算 に 関 して は ，筆 者は拙著 『物流原価計算』 を初め ［西 澤 ，
1977 ］， 多数の

著 書 ・論 文 を発 表 して きたが ，社会 的 に承 認 され た物 流 原 価 計算基 準 を制定す る 必要 に 迫

られ ， 既 に 次の よ うな公 的基準 を策 定 し公表 して きた．

　・中小企 業庁 『物流 コ ス ト算定 マ ニ ュ ア ル 』 1975 年

　 運輸省 『物流 コ ス ト算定統
一

基 準』 1976 年

　・通 商産業省 『物流 コ ス ト算定
・活 用 マ ニ ュ ア ル 』 1992 年

　 中小企 業庁 『わ か りや すい 物流 コ ス ト算定 マ ニ ュ ア ル 』 1993 年

（3） 物流 コ ス ト削減 の 乗数効果理 論

　 こ れ らの 基準 に基づ い て
， 筆者等 は

， 通 商産業省 の 後援 に よ り ，
10 年毎に 主 要 主 荷企

業の 物流 コ ス トの 実態調査 を実施 して きた．そ の 結果 は ，次の とお りで ある ．

　・通 商産業 省 1965 年度調 査 ・… 売上 高 の 7．1％ 　　［機械振興協会， 1966 ］

　 通 商 産業省 1975 年度調査 ・… 売上 高の 11．59％　［日本物流 管理 協議会 ，
1976 ］

　
・通 商 産業 省 1985 年度 調 査 ・… 売上 高 の 9．01％　 ［日本 物流 管理協議会， 1987 ］

　 通 商産業省 1993 年度調査 ・… 売上 高の 8．35％　 ［日本 ロ ジ ス テ ィ ク ス シ ス テ ム 協会，

　　 1994］
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第1図　1985 年の
“
新物 流氷 山

”

’75年度
’85年度

　　　　　　　「
42．77％　 50．73％ 　 a社外支払額

1
57．23％　 4927％　b社内消費額

1
100．oo％ 　loo．oo％ 　 c 総物流費

c 総物流費 d 調達 　　e 社内物流費　　f販売物流費

　物流費

’85年度
………100．00％

・＝17．01 ％

’75年度………100．00％＝17．01％

十 37．40％

十 60．15％

g そ の 他

一
ト44．35％ 　　　　十 1．24％

十 28β0％ 　　　　十 　　　〇％

算

第2図　機能別 の物流費の 構成

（単位　％ ）

　 　 　 年度
費 目

’65年度
’75年度

’85年度

包　 装　 費

荷　 役 　 費

輸 　 送　 費

保　 管　 費

そ　 の 　 他

37．87

．046

．47

．21

，6

　 （注129．3016
．4334

．6519

．62

11．6512
，8450

，1117

．84756

物　 流　 費 100．0
　 （注2）
10α 00 100．00

対売上高比率 7．1 1159 9．01　 「
40 50 60年度

包
装
費

そ
の

他

輸
送

費

（注 1）ビール の再使用包装資材費を含む．
（注2）業種 別 構成比 率 の 単純 平 均
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　 こ れ らの 調 査結果 を図示 した の が 第 1 図及 び 第 2 図で あ る ［西 澤 ， 1988 ，41 頁］． 1985

年度調査 の 場合で は ，第 2 図 の よ うに物流 コ ス トは 売上 高 の 9．01 ％ か か っ て お り，そ の う

ち 輸 送費 が 50 ．11 ％ と 約 半分 を 占め
， 包 装 費 ，荷役 費， 保管 費 ， そ の 他 は 合 わ せ て ，

49．89％ に 及 ん で い る 事実が 知 られ る ．他方 ，第 1 図 の よ うに これ らの 物流 コ ス トの うち

支払物流 費は ，50 ．73％ に対 し社 内物流 費及 び物流管理 費等 は 49．27％ と約半分 に 達 して

い る．物 流 領 域 別 に は ，調 達 物流 費 は 17 ．01％ ，社 内物 流 費は 37 ．40 ％ ，販 売 物 流 費 は

44 ．35％
， そ の 他 は 1．24 ％ で ある ．

　そ れ 故 ， 年商 100 億 円 の メ
ー

カ
ー

で は
， 平 均 す る と物 流 コ ス トは 9 億 円 （100 億 円 ×

9．01％ ） か か っ て い る と考 え ら れ る の で ，そ の 1割 を削減す る と， 9
，
000 万 円 （9 億 円 ×

10％）の 純利益 が 増 加 す る ．売 上高 対 純 利 益 率 2％ の 会社 で は，年商 を 45 億 円 （9，000 万

円 ÷ 2％ ），つ ま り年商 5割弱 （45 億 円÷ 100 億 円 ＝ 45 ％）増 加 させ た の と
， 同 じ利 益効

果 が あげ られ る ．

　こ の よ うな成果 を 「物流 コ ス ト削減の 乗数効果理 論」 と称 す る ．物流 に は
， 物流 コ ス ト

削減の 乗 数効果 が存 する か ら
，

バ ブ ル 崩壊 に よ っ て 売上 高が 減少 して も， 物流 コ ス トを削

減す る と，大幅 に 売上高 を増大 させ たの と同 じ効果が 生 じ，減収増益 の 成果 をあげ る こ と

が で きる ．こ れ まで は，販 売促進 に よ る売 上増大 に よ っ て の み 利益 を増加 し うる と信 じて

きたが ， 物 流 コ ス トの 削 減 に よ っ て も， 販 売促進 以 上 の 利益 増大 を図 る こ とが で きる ．物

流 コ ス トの 削減が ， リ ス トラ の 先兵 と され ， 減収増益 の 秘策 と され る の は ， こ の た め で あ

る ．

3． 物流商品有料化 に よ る 物流 の 社会的適正 化

（1） 価 格 メ カ ニ ズ ム に よ る 市場原 理 の 活用

　 しか し現 実は ， どうか ． 「日本経 済新 聞」 の 『経 済教室』欄で も指摘 した よ うに ， わが

国経済 は 近 年 ， 物流 時代に 突入 し ， 企 業の 物流 が 産業界や 国民生活 に 重大な影響を及ぼ す

よ うに な っ た ．特 に ，消費者 ニ
ーズ の 多様化 ・個性化 に 伴 い ，生 産 や 消費 だけで な く両者

を連 結す る物流 も，多品 種 ・小 量 ・
多頻 度 化 の 傾 向が顕 著 で あ る．最近 で は ジ ャ ス トイ ン

タイ ム （just−in−time ：JIT ）輸 送 も
一

般 化 し，指定 され た時 間 に多品種の 商 品 を小 量 ず つ

配 送 す る こ とが 要 請 さ れ る よ うに な っ て い る ．加 えて 1 日の 配 送 回数 も増 加 し
， 中 に は 1

日 4 回配送 を求め る コ ン ビ ニ エ ン ス ス トア さえあ る ．

　そ の 結果，納 入 企 業 は 物 流 コ ス トの 高騰 に よ り利益 が 圧迫 され ， 運 べ ば運 ぶ ほ ど赤字が

増 える企 業 さ え見 受 け ら れ る ．他方 ，
トラ ッ ク輸 送 の 増 大 に よ り， 交通 渋滞や 環 境汚染が
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激 し くな り， 国 民 生活 が 脅か され つ つ ある ．

　果 た し て
，
JIT 物流 に代表 され る 多 品種 ・小 量 ・多頻度物流 は ，是 か否 か 一

真剣 な議 論

が 各方面 で 繰 り返 され て い る． しか し，独 占禁 止 法違 反 とか，追加 運 賃
・
料 金の 徴 収 とか ，

適 正 配送回数の 遵 守 とい う
一方 的 な抑制 手段 を講 ず る こ とは，

一
種の 規制 で あ り， 規制緩

和 （deregulation）の 大 勢 に 逆 行す る もの と言 わ ね ば な らな い ．　 JIT物 流 に も ， 顧客サ
ービ

ス の 向上 や販 売促進 な い し在庫 の 削減 と い う大 きな利 点が あ り，「川上 か ら川 下」 へ の 伝

統 的物流 を 「川 下 か ら 川上 」 に逆流 させ
， 消費者 ニ

ーズ に
一

層応 える 社会 的効果 が あ り，

消費者経済 の 観点か ら は む しろ 奨励すべ きで さえ ある ，

　こ の よ うな両 者 の 矛盾 を解決 す るに は ，価 格 メ カ ニ ズ ム を通 じて ，市場 原 理 に よ り物流

の 社会的適 正化 を実現 す べ きで あ る ． こ れ が 資本主義経 済の 鉄則 で あ る と言 える ． この よ

うな観 点か ら
， 通 商産業省産業 構造審議 会 も， 「価 格 メ カ ニ ズ ム が 働 く基盤 を整備す る」

こ とを物流適正 化の 方策 と して 提言 した 匸通商 産業省， 1991
，（3），   ］．

　 そ の ため に は ， 物流 も立 派 な商品で あ り， 商品で あ る 以 上 は ， 原価 を基 に 価格 を決め る

慣行 を打 ち立 て る べ きで ある ．物 流 サ ー ビス 水準が 引 き上 げ られ れ ば
， 物流 コ ス トが 増加

する の で
， そ れ を物流商品 の 値 上 げに 反映 させ る こ とは

， 当然 で ある ．か くし て 物流サ
ー

ビ ス 水準の 引 き上 げに よる 物流 コ ス トの 増加が ， それ を要求 した原 因者 に 負担 させ られ れ

ば ，そ の 結 果原 因者 は採算悪 化 を 回避 す る た め不当
・過 大 な物流 サ ー ビ ス の 要求 を 自粛 す

る よ うに な る ．か くして 物 流 が適 正化 し ， 物 流 環 境 の 悪 化 や外部不 経済 も緩 和 す る こ とが

で きる ． こ こ に 価格 メ カ ニ ズ ム に よ る 物流 適正 化 が 実現 す る こ と に なる ．

（2）　 r物流 コ ス ト算定 ・活用 マ ニ ュ ア ル 』の 制定

　通 商 産業省が 1991 年 に 実施 した実態調査 に よる と ［通商産業省 ，
1991

，
11

，  ］， 次 の 各

場 合 に 必 要 とされ る 簡易 か つ 共用 の 物 流 コ ス ト計算法の 開発 に つ い て 産 業界 か ら強 い 要望

が 寄せ られ た ．

  基本的な定時定ル
ー

ト輸 送 以外 の 輸送 要 求 に よ り輸 送 頻度 が増 大 した場 合

  発注者の 事情 に よ り緊急輸送が行 わ れ た場合

  発注者の 事情に よ り定時定ル ー ト輸送 とは 異な る 納品時間が 指定 され た場合

  標準 取引単位以 下 の 輸送 の 場 合

　 こ の た め
， 産業構造審議会流 通 部 会 ・中小企 業政 策審議会流 通 小 委員 会 か ら答申され た

『物 流効率化対策の 総合的推進 に つ い て 』 で は
， 次 の 対策が 行政 に求 め られ た ［通 商産業

省物流問題小委員会， 1991
，
4

，（2），   ，
ロ］．

　 「物 流 コ ス トの 明確化 を前提 と して ， 簡易 か つ 各事業者が共通 に利用可 能 なモ デ ル 物流
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コ ス ト算定方式 を 開発 す る と と もに ，そ の 普及 活動 を行 う等 に よ り， そ の 導入 を促進 す

る こ とが必 要 で あ る．」

　 こ の ため 同委員 会 の 中 に ，筆者 を座 長 とす る 物流 コ ス ト算定方式検討分料 会が 設置 され
，

検討の 結果 が ， 「物流 コ ス ト算定 ・活 用 マ ニ ュ ア ル 』 と して 答 申 し出版 され た 匚通 産 省 ，

1992 ］．こ れ を解説 したの が
， 拙著 『物流 コ ス ト ・マ ニ ュ ア ル 』で あ る ［西澤 ，

1992］．

　 こ こ で は ，「簡易」 の 意義 を簡単又 は 単純 と解せ ず ，具体 的 ， 即 応 的 ， 実践 的 と解 した

うえ
， 論文形式 に よ らず マ ニ ュ ア ル 形式 を採用 し，多数の モ デ ル を創案 した ．モ デ ル と し

て は ，
一

般モ デ ル の ほ か 実務モ デ ル と して 基本モ デ ル と 簡易モ デ ル を作成 した．一
般 モ デ

ル は
， 物流 コ ス ト算定の 考え方 を理論 的に 解説 した もの で あ る が ，実務 モ デ ル は ，

一
般 モ

デ ル を実践 化す る た め の 具体 的 な計 算方式 を示 した もの で あ る ．簡易 性 を重視す る ため ，

計算諸表 を中心 に そ の 計算手段 を符号で 表わす等の 方式 を と っ た ．

　 か か る 工 夫 に よ り，学問的 な理解は不十分で も，当該手順 を追 うこ と に よ り必要 な物流

コ ス トの 算出 が可 能 と な る ．予 め ソ フ トウ エ ア を制作 して お け ば ， 所要の デ
ー

タ を投 入す

る だ けで 必 要情報 を産出す る こ と もで きる ． い ま，斡送条件別輸送費計算 の 基本モ デ ル と

そ れ を支 え る標 準 自家 輸 送 費単価 計 算 の 実 務 モ デ ル を 1 図 に 要 約 ・図 示 して 見 る と，第 3

図及 び 第 4 図の とお りで あ る ［西 澤 ，
1992

，
10 −13 頁］．

　通商産業省 は， 『物流 コ ス ト算定 ・活用 マ ニ ュ ア ル 』 を制定す る と同時 に ，『物流合理 化

ガ イ ドラ イ ン』 を発 表 し，19 業種 に つ い て 次の 事項 を実施 させ る こ と どな っ た ［通商 産

業省物流 問題 小委 員 会 ， 1992
，
1−1

，
3

，   ］．

　 「物流 コ ス トを的確に 把握する と共 に
， 調達頻度 ， 調達 ロ ッ ト等 に つ き標準 とな る取引

形態 を明 ら か に し
，

イ レ ギ ュ ラ
ー
発 注 の 割増 料金化等物流 コ ス トの 負担関係 （原 因 者負

担） を書面で 明 らか に す る こ と．」

　 『物流 コ ス ト算定
・
活用 マ ニ ュ ア ル 』及 び 『物流 合理 化 ガ イ ドラ イ ン 」 に よ っ て ，価格

メ カ ニ ズ ム に よる物 流 の 社会 的適 正 化が 早期 に 実現す る こ と を期待 して 止 まな い ．
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Physical  Distribution  Cost  Management

          in the  Restructuring  Age

Osamu  Nisizawa*

Abstract

 In due to the  collapse  ef  the so-called  Bubble  Ecenomy,  the Japanese  industry world

is being strongly  forced into Restructurization by Downsizing. In order  to aehieve  this

objective,  it cannot  but realize  that the Decrease in Sales and  Increase in Profit is

brought by downsizing to preper  business scales  . Therefbre, it is important  for most

corporatiens  to challenge  Physical Distribution (: PD)  called  as  
"the

 Treasury  of  Cost

Reduetion,':

 According to financial statements  from  manufacturing  cempanies,  Paid PD  Costs

are  only  2-3 %  of  annual  sales.  However,  Total PD  Costs reach  up  to 9%  of  annual

sales.  If Total PD  Costs are  cut  down  by 10%  in the eorpprations  which  the ratio  ef

net  profit to annual  sales  is 2%,  that  will  equal  to an  iricrease of  45%  in net  profit.
These  Multiplier Effects may  only  be achieved  under  the precondition that PD  cost

accounting  is introduced and  practiced in the  corporations,

 We  published 
"the

 Accounting and  Application Manual  on  PD  Costs" from  MITI  in

1992, and  have  since  propagated 
"the

 Campaign  en  Charging  PD  Mbrchandise," And

then  the  party which  required  irregular PD  activies,  is charged  back  with  the

increased PD  costs  calculated  on  the base of  the Manual. To realize  Social Fairness of

PD  Activites through  such  Price Mechanism  is urgently  needed  in the  PD  world.

Keywords

Physical Distribution, Logistics, Restructuring, Physical Distribution Costs,
Physical  Distributien  Accounting

 Submitted  November  1993
"
 Professor of  Accounting,  School ol'  Commerce,  Waseda  University
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ABC:  A  Franco:British  Intra-Group

                     Comparison

John Innes* and  Pierre M6vellec*

Abstract

'

  This case  study  describes the implementation of  ABC  in two  factories within the one

British multinational  group  in France and  Britain, It also  explores  the similarities  and

differenees betJween the assessment,  implementation and  use  of  the ABC  $ystem  in these

two  factories, The  Flirench.managers assessed  ABC  with  the major  objective  of  product

costing  whereas  in the  British factory ABC  was  used  mainly  for cost  management.

However, it is important to realise  that the French homogeneous cost  pools, based on  a  ver-

tical analysis  of  the firm's organisational  structure,  make  it relatively  easy  for French man-

agers  to move  from ABC  for product  costing  to ABC  for cest  management,

 1[Ihe dr iving force behind ABC  differed between the two  factories with the French Factory

Manager  and  the British Finance Director being the two respective  
`champions'.

 This had

implications for the development of  tihe ABC  system  with the Fhreneh factory concentrating

on  the production overheads  (and the resulting  ABC  product  costs  varying  from +127%  to -

13%  frDm the existing  product costs); whereas  the British ABC  system  ineluded mest  over-

heads (such as  production, administratien  and  marketing)  and  developed usefu1  brand

profitability information, [[he French managers  were  interestecl in the fact that  the ABC

system  attributed  higher overhead  costs  to the sub-contracted  products. The  British man-

agers  developed more  team  working  and  a  revised  organisation  structure  fo11owing the

introduction of  the ABC  system,

  However, similarities  also  existed  between the ABC  systgms  in the French and  British

factories. Tlie ABC  proeess was  viewed  as  a  management  ratiher  than just 
'an

 aecounting

tool and  was  considered  to be complementary  to Just-in-Time  and  Total  Quality
Management,  Cost drivers weve  incorporated into the performance measurement  system

and  the fact that  ABC  exarrimes  aetivities  across  departmental boundaries forced man-

agers  to think about  business processes and  to change their mental  
`model'

 of  the organisa-

tion. Despite such  similarities  this research  project has shown  that even  in the same  group

and  with  similar  factories ABC  information can  be used  in diffbrent ways,

                                Keywords

CaseStudy,  Activity-BasedCosting, ProdpctCosting, CostManagament.

 SubmittedJanuary1994.
 Aecepted  February  1994.
*
 Pvofessor efAccountancy,  University of  Dundee,  UK

'
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21

NII-Electronic  Mbrary  



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The  JapaneseAssociation  of  Management  Accounting

ABC/  A  Franco-Britishlntra-GroupComparison

1. Introduction

  Activity-based costing  (ABC) has  attracted  a  great deal of  interest from both manage-

ment  accountants  and'managers  in the  late 
'1980s

 and  the  1990s although  earlier  refer-

ences  to activity  costing  can  be found (Solemons (1968), Staubus (1971) and  Shillinglaw

(1982)). Coeper  and  Kaplan  (see, fbr example,  1988  and  1991)  and  CAM-I  (see, fbT

example,  Berliner  and  Brimson  (1989)) did much  to publicise'ABC,  A  review  of  the  ear-

lier literature on  ABC  can  be fbund in Innes and  Mitehell (1990), Boisvert (1991) and

Mevellec (1991),

  The  early  examples  of  ABC  case  studies  concentrated  on  product  costing,  Instead of

recovering  overheads  on  the  basis of  volume  based oveThead  rates  (such as  labour hours

or  machine  hours) on  a  departmental  basis, ABC  introduced  activity-based  eost  pools

which  crossed  departmental boundaries and  cost  drivers to link these  cost  pools and  the

product  lines. However,  in recent  years  the  cost  management  objective  of  ABe  has

become  at  least as  important as  the product  costing  objective,  Brimson  (1991), Turney

(1991), Bellis-Jones (1992) and  Brinker (1992) provide  details of  activity-based  cost  man-

agement.

  Many  of  the developments in ABC  have  been  reported  in the  form  of  case  studies-in

particular the  Harvard  Business School cases  (Cooper and  Kaplan  (1991)). British case

studies  on  ABC  are  reported  fbr example  in Innes  and  Mitchell (1990 and  1991),

Gietzmann  (1991) qnd Bhimani  and  Pigott (1992). French  case  studies  on  ABC  can  be
fbund  in Evaert  and  M6vellec  (1991), Diard  (1992), Adam  (1993), Armitage  (1993) and

M6vellec (1993). However,  despite the  inteiest as  indicated by the  number  of  ABC  con-

ferences and  the  amount  of  ABC  literature, relatively  few organisations  in the  United

Kingdom  have actually  implemented  an  ABC  system,  In the Innes and  Mitchell (1991a)
survey,  720  questionnaires  were  posted  to members  of  the  Chartered  Institute of

Management  Accountants 
'who

 worked  for organisations  either  in the manufacturing  or

the  financial servi,ees sectors  in the United  Kingdom. There  was  a 26%  usable  response

rate  (187 questionnaires)  and  only  6%  (11 firms) were  implementing  ABC,  33%  (62 firms)

were  currently  assessing  it, 52%  (97 firms) had  not  yet seriously  considered  it and  9%  (17
firms) had  rejected  it. No  such  similar  surVey  has been  conducted  in France  but it

appears,that  relatively  few French  firms have  implemented  ABC.

  However,  the  results  of  such  surveys  must  be interpreted with  care.  For  example,

when  individuals reply  that their companies  are  implementing  ABC  what  exaetly  does

this mean?  It may  be that  one  company  within  a  group  is implementing  ABC, This is

one  ofthe  areas  which  this article  explores.  Do  two companies  in different countries  but

within  the  same  group  implement  and  use  ABC  in the  same  way?

 This is both a  descriptive and  exploratory  case  study  (Scapens, 1990). It describes the

assessment  and  implementation of  ABC  in two  factories within  the  same  British multi-

national  group in France and  Great Britain. This case  study  also  explores  whether  or
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not  two  similar  factories in different countries  but in the same  group  assess,  implement

and  use  ABC  in the same  way,  Ferreira and  Merchant  (1992) provide  a  good  review  of

existing  ease  studies  in management  aceounting.

  These  two factories studied  produce  similar  products for a particular segment  of  the

consumer  market.  To  date the  group  has no  specific  group  policy on  the  implementation

of  ABC,  This article  explores  the  reasons  why  the French  and  British faetories were  inter- 
'

ested  in ABC,  how  these factories assessed  and  implemented  ABC,  how  the ABC  results

have  been used  by the  managers  and  the  changes  caused  by  the ABC  project. The ABC

experiences  in the  French  and  British factories will  be discussed  separately  and  the  similar-

ities and  differences between these  two  ABC  systems  wi11 be discussed in the conclusions.

2. . French  Factor  y

  A  research  assistant  helped with  the  development  of  an  ABC  system  working  fu11-time

during a  fbur month  period. This is therefbre an  example  of  action  research.  In addi-

tion, other  researchers  made  periodic visits  to the factory to discuss the progress  of  the

ABC  system.  After this system  had  been implemented, the  research  assistant  made  a

fbrmal presentation to an  audience  which  included the  two  researchers  and  the French

Factory Manager.  . This fbrma} presentation was  fbllowed by  three  hours of.discussion.

Four months  later a  further interview was  held with  this Factory Manager  for feedback

on  the use  ofABC  information.

3. Background

  This  British multinational  has several  French  factories and  the factory implementing

the  ABC  system  exports  over  50%  of  its output.  This  factory manufactures  six  difft)rent

types  ofproducts  fbr a  particular segment  Qfthe  consumer  market,  This segment  ofthe

market  is very  competitive  with  several  French  and  multinational  competitors.  In

France this particular multinational  is not  the market  leader for the products made  in

the  French  factory, The  introduction of  new  products  is an  important element  of  the

competitive  situation  with  a  new  product  appeqring  almost  daily on  the market  and  an

old  product  being withdrawn,

 This factory has 400  employees with  overheads  being approximately  25%  of  total costs.

The  system  of  reeovering  overheads  was  to chaTge  30%  on  the  direct materials  and  direct

labour cost.  For sub-contracted  items the  overheads  mark-up  was  10%. This was  also

the basis fbr intra-group transfer pricing. The  automated  production  lines are  dedicated

to each  of  the  six  types  of  product  but each  type  of  product  has many  different product

lines. The  Just-in-Time system  is used  in part  ofthe  factory. Total  quality management

is practised and  certification  under  international standard  9002  waS  obtained  in the

spring  of.1993.  Managers  considered  that ABC  would  link well  with  both the  Just-in-

Time  and  Total Quality Management  approaches.
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The  factory controller  uses  
`un

 tableau  de bord' in the  fbllowing matrix:

lI

i'
l I
l PackaginglDirectMaterialsSub-contracted

/ Items

NumberofReceipts '
9eofcomplaints

9oofqualityproblems
C/eofrejectiens 'i/

O!oofsuppliesunderqualityassurance l
'

9oofsupplieseheckedinlaboratory [

9oofsuppliescheckedautomatieally

The  detail for the above  
`tableau

 de bord' comes  from  the shop  floor and  there is a

detailed monthly  analysis  for each  performance  indicator. Production is monitored  by

the  eMciency  of  the  production  lines relative  to the sales  schedule  and  the good preduct

despatched to customers.  Preduction is also  monitored  on  the  basis efthe  actual  direct

labour time  against  the expected  labour time, Budgeting is the  mqin  financial method
of  control.  On  the  costing  side  five individuals  calculate  and  monitor  the  production

costs  and  thg  fact that  the  products  are  consumer  products  is illustrated by  seven  indi-

viduals  ealculating  and  monitoring  the  marketing  costs.  Further details of  
`tableau

 de

bord' can  be found in Greif(1993) and  Lebas  (1993).

  It is important to realise  that  the French  cest  accounting  system  has been developed

dUring the  last thirty years  on  the basis of  an  analysis  of  activities  and  of  the organisa-

tion structure,  The  basis of  the  French  cost  accounting  system  today  still  relies  on  this

idea of`sections  homgenes'  or  homogeneous cost  pools based on  a  vertical  analysis  ofthe

firm  down  the pyramid  of  the  organisation  stucture  (see M6vellec tind Rochery, 1990,

p.215,and  Burlaud  and  Simon,  1993,  p,215). Although  this theoretical  approach  of

homegeneous  cost  pools has been  simpiified  in Practice, it offers  the possibility of  calcu-

lating `true'
 costs  based on  this vertical  analysis  of  the  organisation  structure.  This is

the basic reason  why,  in France, ABC  does not  have  a  real  advantage  in terms  of  finding

eur  
`true'

 costs  unless  it includes a  horizontal or  cross-functional  analysis  of  the organi-

sation.  In other  words,  in France  the introduction of  an  ABC  system  necessarily

involves an  analysis  also  of  the  business processes  across  the organisation.  Therefbre,

this distinction between  activity-based  product costing  and  activity-based  cost  manage-

ment  is blurred in French  ABC  systems.  You  can  move  from ABC  to ABCM  without  any

major  changes  in the  basic underlying  system.

4. ABCAssessment

  The  major  reason  fbr assessing  ABC  was  that  the  managers  were  unhappy  with  the

existing  costing  system,  For example  one  manager  believed that `the
 existing  product

costs  do not  reflect  the real  consumption  of  resouTces  by a  product'. The  primary  objec-
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tive ofthe  ABC  system  was  therefbre established  as  product  costing,  At the  begin,nings

ef  the  process  little, if any,  consideration  was  given  to the  cost  management  aspect of

A[BC.  However,  a  seeondary  objective  of  the ABC  system  was  to report  details of  the  cost

drivers to the  managers.  The  driving fbrce or  the  
`champion'

 behind the introduction  of

this ABC  system  was  the  Factory Manager.

        The  overheads  were  divided into three categories:

        1.

2.

3.

 The  ABC  system

 because although

, implementation

 overheads.

   Individual disicussions -were  held with  approximately  40  managers  to  determine  the

 activities  and  the related  cost  drivers. It soon  became  apparent  that  an  important activ-

 ity was  that of  sub-contracting  with  sub-contracted  items being 
'40%

 of  total sales.

 PTeviously  the  cost  drivers of  the  sub-contracting  activity  had  not  been seriously  consid-

 ered,  The  existing  system  was  to add  10%  to the cost  of  sub-contracted  items as  an'

 allowance  for the company's  own  internal  overheads.

   The  interviews with  managers  and  further investigations identified the  volume  of

 part numbers  sub-contracted  as  being the most  important cost  driver for the subcontract-

 ing process, This analysis  revealed  that  the  internal  overheads  related  to sub-contract-

 ed  items varied  greatly between  the items sub-contracted  depending  on  the  above  cost

 driver. Overall this ABC  product costing  analysis  revealed  that  the total internal over-

 heads associated  with  the  sub-contracted  items exceeded  10%  of  the  cost  of  sub-contract-

 ed  items. The  managers  were  interested and  surprised  by some  of  the ABC  costs  for

 sub-contracted  items.

   As  is usual  with  most  ABC  assessments,  the  melnagers  identified a  large number  of

 activities  and  cost  drivers. For  example,  the  activities  included  planning, sub-contract-

 ing, quality control,  maintenance,  material  receipts  and  movements,  purchasing,  packag-

 ing, engineering,  management  of  human  resources,  accounting  and  computing.  The'

 managers  identified from one  to nine  cost  drivers for each  activity  during the initial

 interviews. However, after  further investigations and  interviews  nine  cost  drivers (in

 addition  to the one  above  for sub-contracting)  were  chosen  as  the basis for the ABC  prod-

 Controllable overheads  for which  the managers  could  control

 and  therefore  had  responsibility  such  as  salaries  and

 depreciation of  equipment,

 Traceable overheads  which  were  services  provided  such  as  
'

 quality assurance  and  central  engineering.  At present these

 overheads  were  reapportioned  to production  managers  on

 bases such  as  number  ofemployees  or  square  metres  of  space.

 Headquarter  overheads  which  were  reapportioned  on  the basis

 ofprime  cost.  
･
 

'

 excluded  category  three  above  namely  the headquarter  overheads

 the headquarter  office  was  visited,  the objective  was  to explore  the

of  ABC  within  this particular faetory concentrating  on  the production

25



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The  JapaneseAssociation  of  Ma'nagement  Accounting

ABC/ A  Franco-Britishlntra-GroupComparison

uct  costs.  Ofthese  nine  cost  drivers, four related  to the  products:

      1. number  ofpaTt  numbers  produced;

     2. total nurpber  of  part  numbers  for company;

     3. number  of  formulae;

     4. number  of  different types  ofpackaging;

Four  cost  drivers re}ated  to the  volume  of  products:

     5, Volume  of  products  manufactured;

     6, Number  ofproduction  lines used;

      7. Volume  of  products  sold;

     8. Number  of  pallets of  finished product;

One  cost  driVer related  to the  number  of  batches:

     9. Nurnber  ofbatches  multiplied  by  time  to change  set-up.

  Further analysis  revealed  that  two  of  the  cost  drivers namely  total number  of  part

numbers  for the company  and  the number  of  production lines used  could  account  for

approxirnately  50%  of  the  internal overheads  (excluding the  overhead  costs  related  to

sub-contracting  activities).  This information surprised  the managers  and,  although  the

objective  was  ABC  product  costs,  this raised  questions  from  the  managers  about  cost

management.  For example,  does the  company  really  need  all  the  part  numbers  which

are  held at  present?  However,  the ohjective  was  ABC  product  costing  and  this was

developed using  q Lotus spreadsheet  to compare  the existing  costs  and  the  new  ABC

costs  by  product line.

5. Results

 The  new  ABC  product  costs  changed  the existing  costs  of  product  lines firom +127%  to -

13%. The  overhead  element  of  the  new  ABC  product  costs  changed  from +1,400%  to -

50%  from the fbrmer basis. The  ABC  product  costs  also  revealed  one  particular product

grpup with  several  different product  lines which  all  made  a  loss. Following further

investigations the managers  agreed  that  the overhead  element  for this particular prod-
uct  group  had  been  understated  in the past.

  An  analysis  of  the detailed ABC  product costs  revealed  fbur further general  results.

First, the manufacture  ofsmall  volumes  of  a  product line was  very  costly  and  much  more

expensive  than  even  the managers  had  assumed.  Secondly, and  following on  from this

first result,  the high volume  product  lines were  subsiding  the  low volume  product lineS.

Third, as  the  managers  had expected,  the former system  of  recovering  overheads  on  the

basis of  30%  of  direct cost  did not  reflect  the  real  consumption  of  overheads  by the differ-
ent  product  lines. Fourth, the existing  system  of  adding  10%  of  the cost  of  sub-contract-

ed  items  for internal  overheadS  understated  the overhead  costs  driven by  the  sub-con-

tractmg  system.

  Four  months  after  the end  of  this ABC  project, the manageTs  were  generally happy
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with  its results.  However,  to date this ABC  project has been viewed  as  a one-off  project

and  the  ABC  product  cost  infbrmation  has  not  been  produced  on  a  monthly  basis.

Nevertheless, one  important change  is that  some  ef  the  physical  cost  driver information

has been  incorporated into the  performance  measurement  -system.

  The  ABC  project has also  affected  the  sub-contracting  decisions. Some  items are  no

longer sub-contracted'and  some  sub-contractors  who  were  previously  not  in the quality

assurance  scheme  have either  been  dr6pped or  included in the  scheme.  The  method  of

calculating  the internal  overhead  element  for sub-contracted  items has  alse  been

changed.  Similarly, the  ABC  project has changed  the  managerial  response  to new  prod-

u'cts.  In the  past  new  products  almost  a}ways  used  a  new  formula and  new  packaging.

A  programme  was  established  to standardise  formulae and  packaging  between  difllerent

product  groups,  The  managers  generally  saw  great potential savings  from  such  stan-

dardisation witheut  adversely  affeeting  the products. Managers  now  search  for more

standardisation  with  existing  produets  including more  standardisation  on  the packaging.

  To date the one  permanent  change  to the monthly  overhead  aecounting  system  has

been the  inclusion ofthe  volume  ofpart  numbersi  as  an  overhead  basis ofrecovery.  The

possibility is being  examined  of  employing  a  person fu11-time to  implement  and  run  the

ABC  system  on  a  menthly  basis but no  decisjon has yet  been taken  on  this, .Generally,

the managers  consider  that  it may  be better to produce  the  ABC  information periodically

on  a  one-offbasis  rather  than  tun it as  a  monthly'system.  However, discussions are  con-

tinuing within  this French  factory, What  therefbre is the ABC  positiQn  within  the

group's British factory which  produces  similar  consumer  products  to these ofthe  French

factory.

6. BritishFactory

  A  major  difference from the  French  faetory was  that  consultants  and  an  internal tearn

had  implemented  the ABC  system  within  the  British factory. The  driving fbrce or
`champion'

 behind  the introduction of  this ABC  system  was  the Finance Director. A

researcher  therefbre visited  and  spent  a  day with  the Finance Direetor. This day includ-

ed  a  slide  presentation on  the ABC  system  and  further questions, discussion and  exami-

nation  of  both documents  and  ABC  infbrmation on  a  computer  screen.  Following  this

visit  further discussion and  correspondence  took  place including  a  write-up  of  the ABC

system  by  the  researcher  which  the  Finance Director amended.

Z  Background  
d

This is one  of  several  British factories within  this group. This particular factory manu-

factures six  diffb.rent types of  products  for a  segment  of  the  consumer  market.  This mar-

ket is very  price competitive  with  several  British and  multinational  competitors.  New

produet development is extremely  important. The  British market  is dominated  by  a
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few, very  large and  powerfu1 customers.

  In this factory the overheads  were  approximately  50%  of total costs  with  this factory

doing little sub-contracting  relative  to the  French  factory. The  existing  costing  system

concentrated  on  contribution  with  overheads  being deducted as  a  lump  sum.  The  facto-

ry  management  had  adopted  an  everall  cost  reduction  approach  and  realised  that they

required  more  detailed information  about  where  and  why  overheads  were  incurred. The

factory had recently  implemented  a  Just-in-Time (JIT) system  and  also  MRP  II and  ABC

was  viewed  as  a  eomplemenfary  approach  to such  developments. Budgeting is an  impor-

tant method  of  control  with  the finance function having a  total of  40 staff  Within  the

faetory, management  aqcounting  is very  much  seen  as  the  
`business

 language'.

 '8.

 ImplementationOfABC

  The  primary objective  for introducing ABC  was  to improve  the overhead  cost  manage-

ment.  Managers  had  expressed  an  interest in managing,  and  in particular, reducing

costs  based on  a  better understanding  ofwhat  drives the overhead  costs.  They  were  also

interested in classifying  activities  as  being either  value  added  or  non-value  added.  The

JIT studies  had  encouraged  such  an  analysis  ofvalue  added  and  non-value  added  aetivi-

ties. Although cost  management  was  the primary  objeetive,  secondary  objectives  for the

ABC  system  were  brand  profitability and  customer  profitability.

  Consultants were  involved in the design of  the ABC  system  which  was  driven by the

finance function but always  involved managers  so  that  ABC  was  seen  very  much  as  a

management  tool. No  more  than  four aetivities  were  identified for each  major  function

or  business process. The  activity  analysis  was  applied  to all overheads  including manu-

facturing support,  information management,  marketing,  administration  and  research

and  development. Cost drivers were  ideptified for these activities  and  at  an  early  stage

these  cost  drivers were  related  to brand  pTofitability.

  Brand  profitability revealed  that managers'  assumptions  about  which  were  
`activity

hungry' brands  were  generally  incorrect. However,  this factory did not  replace  its exist-

ing product costing.system  with  its ABC  system.  The  existing  system  concgntrates  on

variable  costs  at  the  product line level. Managers  viewed  the new  ABC  infbrmation on

brands (as distinct from individual preduet  lines) as  supplementary  to the existing  prod-

uct  line costing  system,  One  major  problem  experienced  was  the  maintenance  and

updating  ofthe  activities  and  the cost  dr'ivers. Originally a  Lotus spreadsheet  was  used

for the ABC  information  but a  software  package  is currently  being examined.

  A  development  which  interrupted the  implementation  of  this ABC  system  was  an

internal company  reorganisation.  Cobb, Innes  and  Mitchell (1992) found  in their

research  preject that  such  implementation  problems  are  very  common  in practice. After
its successfu1  implementation,  the  main  use  of  the ABC  information  was  for activity-

based cost  management.  The  managers  considered  its major  advantage  to be the  new
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cost  visibility  of  overheads  which  raised  questions about  whether  or  not  activities  were

reaJly  required  and  whether  activities  could  be performed  in different ways.

 The  Finance Director c6nsidered  that the  implementation of  the ABC  system  had  three

major  advantages:

`1,2.

3.

  The  Finanee

tion is an  aid  to

standing  of  what

profit oppor"tunities.

but also  customer  profitability

en  profit opportunities.

  Second, by  cencentrating  on  activities  which  cross  departmental boundaries, managers

are  forced to communicate  and  work  together  to manage  sueh  overhead  costs.  This has

encouraged  more  team  working  and  also  the development  of  a business process organisa-

tion structure.  In addition,  the  ABC  information has increased the accountability  for

and  ownership  of  financial results.  Third, this  factory is attempting  to link the  physical

cest  driver perfbrmange  measures  with  the financial results.  This  is proving  to be diffi-

cult  and  to date little progress  has been  made  but the Finance Director has high hopes

that such  links can  be established  in the future.

aid  to decision making  directing management's  attention  to profit priorities;

activity-based  cost  management  system  encouraging

a)  behaviouralchange

b) teamworking

e) development ofprocess  oriented  structures

establishment  eflinks  between  non-financial  performance measures  and

financial results.'

  Director expanded  on  these three advantages.  First, the ABC  informa-

   decision making  in several  respects.  It gives managers  a  better under-

    drives the  overhead  costs  and  this can  redirect  managers'  attention  to

        The  ABC  infbrmation also  identifies not  only  brand  profitability

               . Again  this new  information enables  managers  to focus

9. Post-implementation

 In the  period  after  the  implementation of  this ABC  system  managers  were  able  to chal-

lenge the  overhead  costs  more  easily.  Howeyer,  managers  also  realised  that  activities

such  as  purchasing took place'netjust in the Purehasing  Department  but across  the

organisation  in other  departments  including the Finance Department.  This has helped

to break  down  barriers between  different dePartments. Furthermore, a  change  of  atti-

tude  has occurred  with  managers  now  accepting  ownership  of  certain  overhead  costs.

Managers  now  use  activity  analysis  as  a  management  tool.

  A  recent  development  is that  managers  are  viewing  the  management  of  certain  activi-

ties in strategic  terms,  It has now  reached  the  stage  where  individuals are  challenging

their own  aetivities.  In particular, they  are  deciding which  activities  add  value  from the

customers'  perspective  and  how  can  the performance of  such  activities  be improved. In

contrast  managers  are  taking actions  to' eliminate  or  at  least reduce  non-value  added
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activities.  Activities are  being related  to 
`value

 propositions' or  mission  statements  to

determine what  is a  non-value  added  activity.  For example,  the mission  of  Information

Systems  is now  gQS}, to write  new  eomputer  programmes  but 
-

    a)  tobuycomputersoftware

    b) tochallengemanagers

    c)  toavoidchangingcomputerprogrammes,

  The  physical  measures  for the  cost  drivers are  used  as  performallce  measures  in some

cases  although  these are  used  only  after  careful  analysis  of  the  possible behavioural con-

sequences  ofusing  such  performance measures,  Another recent  development is that the

factory is now  basing its internal transfer  prices for products  on  its activity-based  costs.

However,  perhaps the moSt  important post-implementation deyelopment has  been the

increased detail available  about  brand  profitability and  in particular  about  customer

profitability,

  Previously  customers  were  viewed  in terms  of  their  gross sales  less variable  costs

namely  eontribution.  However,  the  ABC  infbrmation on  brands  has now  enabled  cus-

tomers  to be analysed  in terms  of  contribution  less their related  activity-based  costs.

This gave  a  very  

'diffbrent
 view  of  customer  profitability and  could  have an  important

influence on  future decisions, This customer  profitability infbrmation is held in a  data-

base which  managers  can  access  when  making  decisions. The  managers  consider  that

this database approach  tQ ABC  information has great  potential,

10. Conelusions

 The Factory  Manager in the  French  factory and  the  Finance  Director in the British fac-

tory have  seen  this article  and  corrected  any  e'rrors.  It is interesting that, although

there are  regular  factory managers'  and  controllers'  rneeting  within  this group,  the  basic

conclusion  of  this research  project is that the French  and  British managements  imple-

mented  and  used  ABC  in different ways.  There  are,  of  course,  some  similarities  but

what  are  the  major  difft]rences between  these  two  faetories. First, the  two  factories had

diflbrent reasons  for assessing  ABC.  The  French  management  assessed  ABC  with  the

primary  objective  of  product  costing  whereas  the British management  had  the  primary

objective  of  cost  management,  However,  it is important  to remember  that  with  the
`homogeneous

 cost  pools' based on  a  vertical  analysis  of  the  firm's structure,  it is very

easy  fbr the Freneh  managers  to move  firom ABC  fbr product  costing  to ABC  fbr cost

management.  Second, although  the two  factories manufactured  similar  products  for the

consumer  market,  the French  factory did mote  sub-contracting  than  the  British factory

and  this sub-contracting  process  drove a  significant  part of  the French  factory's over-

heads which  aflbcted  the  ABC  system.

  Third, the  French  management  as$essed  and  implemented  ABC  with  the  assistance  of

a  research  student  whereas  the  British management  used  consultants.  Fourth, the
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 French  Factory Manager  and  the  British Finanee  DiTector were  the respective  driving

 forces or  
`champions'

 behind ABC.  This meant'that  in France  the Factory  Manager  did

 not  have  the  authority  to include  the  marketing  costs'  within  the ABC  system  and,  there-

 fbre, the  Freneh  system  concentrated  on  production  overheads.  In centrast  the British

 ABC  system  eovered  a  wider  range  ofoverhead  costs  including marketing  costs.  As  was

 to be expected  with  the different objectives  for assessing  ABC,  so  the use  of  the ABC

 results  differed between  the  two factories.

   Fifth, the French  management  concentrated  on  the  new  ABC  product  costs  which  var-

 ied significantly  (+127% to - 13%)  from  the existing  product costs.  In contrast  the

 British management  concentrated  on  the  cost  management  implicatibns  of  the  new  ABC

･ information. For  example,  the  French  managers  were  particularly interested in the

 facts that the ABC  system  attributed  higher overhead  costs  to the  sub-contracted  prod-

 ucts  and  that  one  product  group  (with several  product  lines) was  loss-making on  the

 basis of  the new  ABC  infbrmation. Similarly, the Freneh  rpanagers were  interested in

 the ABC  cost  of  manufacturing  smal}  volumes  and  also  at  how  the  high volume  product

 lines subsidised  the  low volume  lines. In contrast,  the  British managers  concentrated

 on  how  to eliminate  or  at  least reduce  the  cost  of  non-value  added  activities  and  how  to

 improve the value  added  activities.  This had  led to behavioural changes,  more  team

 working  and  revised  organisational  structures  to reflect  the  fact that  activities  cross

 existing  departmental boundaries.

   The  above  are  important  differences between  the French  and  British factories as

 regards  their assessment  and  use  ofABC  but some  sirnilarities  also  exist.  First, neither

 factory is producing the  ABC  information on  a  monthly  basis, Basically, the new  A[BC

 information  has been added  to the  existing  management  information.  Second,  within

 both factories the managers  were  entirely  involved in the ABC  process  so  that  it was  not

 viewedjust  as  an  accounting  but as  a  management  tool. In both factories ABC  was

viewed  as  complementary  to Just-in-Time and  Total Quality Management  giving  an

 overall  eoherent  approach.

   Third, the  interviews with  managers  identified similar  aetivities  and  cost  dtivers.

 Fourth,  both  the  French  and  British ABC  systems  produced  cost  drivers and  some  of

 these  physical cost  drivers were  incorporated  into the performance  measurement  system

 ofboth  factories, Fifth, the  intreduction ofABC  has helped to change  the  mental  
`modeY

 of  the organisation  in both the British and  French  faetories, The  fact that ABC  exam-

 ines activities  horizontally across  departments  forces managers  back to think  about  the

 organisation  structure  and  to act  in a  different way  relative  to the  old  costing  system,

   Sixth, the above  distinction between  product costing  in the French  factory and  cost

management  in the British  factory is important but the  Freneh  factory had  ABC  ele-

ments  of  cost  management  and  the  British faetory had  ABC  brand  and  eustomer  prof

 itability. It can  ,be argved  that the French 
`tableau

 de bord' itself has elements  of  ABC

 cost  management  but that, of  course,  was  in operation  befbre this ABC  assessment.

                                      31
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However,  after  this ABC  assessment  the  French  managers  changed  their sub-contracting

decisions and  aimed  for more  standardisation  in their  formulae  and  paekaging.

Similarly the  British mhnagers  were  particularly interested in the  development ofABC

customer  profitability which  was  developed firom the ABC  database. Both  the French

and  British ABC  systems  had  elements  of  product  costing  and  cost  management

although  the primary  objective  difTered between these two systems.

 This research  project has  shown  that, even  within  the  same  group and  between  similar

factories, the  reasons  for assessing  ABC,  the  use  ef  the  ABC  information  and  the  result-

ing changes  can  vary.  Undoubtedly  similarities  exist  between  the ABC  experiences  of

the  French  and  British factories but probably more  significant  are  the ABC  difTerences

summarised  above.  This  suggests  that the results  of  postal questionnaire surveys  in

management  accounting  although  usefu1  must  be interpreted carefu11y.  This project

implies that  it may  be wrong  to suggest  that management  aceounting  is the same  in all

companies  within  a  multinational  group. This is an  area  requiring  further researeh,

Although  the core  features of  activities  and  cost  drivers were  common  to both the French

and  British faetories, this research  project shows  that ABC  is a  term  used  to cover  diffbr-

ent  systems  invQlving product  cosP.ing,  customer  prefitability and  cost  management,
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論 　文

　　　　企業組織 の 業績評価 に お け る

階層 的意 思 決定法の 有効性 に 関す る研究

羽藤 憲
一 ＊

金川
一

夫 †

弘津 真澄
‡

〈 論文 要 旨〉

　　こ の 論文 は，A 教育学校で の ケ
ー

ス ・ス タ デ ィ の 結果 を中心 に報告 する もの で あ る．

　 今 日 の よ うに 複雑な企 業組織の 業績 を評価 す る こ とは極め て 困難 で あ る ．こ れ ま で

企 業組 織 を評価 す る場 合 ，財 務諸 表分 析 が 中心 に行 わ れ て きた が ，こ の 情報 か らは企

業経 営 の
一

側 面 しか 分析 で きな い ，な ぜ な ら，組織 目標 は 利益 目標 の み な らず ，組織

’成 員 の モ ラ
ー

ル
， 顧 客満 足 ， 研 究 開発 な ど 財 務 諸 表か ら だ け で は 得 ら れ な い 種 々 の 日

標が 存在する か ら で ある ．

　 本研究の 目的 は ，A 教育学校 の 7 支店の 業績評価 に 階層 的意思決定法 を適用す る こ

　と で ，企 業組繊の 業績評価 シ ス テ ム の 構築に お け る こ の 意思 決定法適 用 の の 有効性 を

確認 す る こ とで あ る．

　　な お
，

こ の 企業 に と っ て 有効 な企業業績評価 シ ス テ ム と は 以 下 の 4 点 を満足 す る も

の で ある ．

　 （1）会計資料だ けで は な く，経営実体 に よ り近 い 定性的要因 も含めた業績評価．

　 （2）非貨 幣尺 度 に よる企 業評価 ，

　 （3）定量的 （貨幣尺度 ， 非貨幣尺 度） と定性的要 因に よ る業績評価 の 統合 ， 総 合化 した

　　　評価シ ス テ ム ．

　 （4）経営者お よ び組織 の 管理者が，組織 も し くは組織成員の 目標達成度 を単に 評価する

　　　た め だけで な く，組織成 員を組織 日標 の 達成へ とモ チ ベ ー
トさせ る の に役立 つ 評価

　 　 　 シ ス テ ム ，

〈 キ
ー

ワ
ー

ド〉

階層的意思決定法，企 業組織，業績評価 ，定量的要因，定性 的要因

1993年 12 月 受付

1994 年 7 月 受理

＊ 近畿大学工 学部　経営工 学科 助 手
†
九 州産業大学経営学部 　助 教授

耄 宇部工 業高等専 門学校 経営情 報学 科　助手
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1． は じめ に

　今 日の よ うに複 雑 と な っ た 企 業組織 の 業績 を評 価す る こ とは 極 め て 困難 を要する ．企 業

組織 を評価 す る情報 と して は 貸借対照 表 な どの 財務情報か ら入手 され る 定量 的情報 を基 礎

と して ，伝 統的 に ，財務諸表分析 が 中心 に行 わ れ て きた． しか しなが ら，財務 諸 表 か ら獲

得 され る 情報 は企 業経営 の
一

側面で あ り， 財務諸表分析か ら分 析 で きる こ とが す べ て とは

い えな い ．なぜ な ら，組織 目標 は利益 目標 の み な らず ， 組織 成 員 の モ ラ
ール

， 顧 客 満 足 ，

研究 開発な ど に 関 して
， 種々 の 目標が 存在する か らで ある ．

　 また
， 業種 ， 業態 ， 組織 の 発展段 階 に よ りそ の 視点 は異 な り

，
こ の こ とは，あ らゆ る 企

業組織 に 普遍的 な業績評価 シ ス テ ム は 存在 しえず ，その 企 業 組織 に適 合 した独 自の シ ス テ

ム を構築す る必要 性 を要求 す る．

　 さ らに ，組 織 の 評 価 に あ た っ て は
， 生 産 ， 営業 ， 経理 な ど の さ まざまな立 場 が 存在 す る

た め
， それ ぞ れ の 立場 の 意見 を反 映 し た評価 に な る よ うきめ 細か な配慮 をす る こ と も必 要

で ある ，

　 そ こ に ，以 下 の よ うな内容 を もつ 組 織 の 業 績 評価 シ ス テ ム の 構 築 が 必 要 と な る ．

　（1）会計資料 だ けで は な く，経 営 実 体 に よ り近 い 定性 的 要 因 を も含め た 業績 評価．

　（2）非貨 幣尺 度 に よ る 企 業評価 ．

　（3）定量 的 （貨幣尺度，非貨幣尺度） と定性的要 因に よ る業績評価 の 統合，総合化 した

　 　 評 価 シ ス テ ム ．

　（4）経営者お よ び組織の 管理者が
， 組織 もし くは組織 成員 の 目標達成度 を単 に評価す る

　　 た め だ けで な く， 組織成員 を組織 目標の 達 成へ とモ チ ベ
ー トさせ る の に役立 つ 評価

　 　 シ ス テ ム ．

　 わ れ われ は，上 記の 4 点 を満足す る 組織 の 業績評価 シ ス テ ム の 構築 を 目指 して 種々 の フ

ィ
ール ドリサ ーチ を こ れ まで 行 っ て きた．

　本 研 究 の 目的 は
， A 教 育学校 の 7 支 店の 業 績 評価 に 階層 的 意思決 定法 を適 用 す る こ とで ，

企業組 織の 業績評価 シ ス テ ム の 構築 にお け る こ の 意思 決 定法の 適用 の 有効性 を確認 す る こ

とで あ る．

2． 企 業組織の 業績評価 に 関す る問題

　こ れ まで
， 組織 の 業績の 善 し悪 しを測定す る場 合 ， 多 くは 利 益 を基準 に測 定 され て きた ．

た しか に，会計期 間に お け る利益が 極大 に なる と い うこ とは現 在 で も重要 な指 標 で は あ る

が ， そ の ほ か に さま ざまな指標が 考 え られ る ．企 業 の 目標 は利益 の 極大化 とい う単
一

目標
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で は な く， さま ざ まな 目標 が 同時 に 存在 す る多 目標で ， こ れ らの 目標 は，大 部 分が 定性的

な もの で あ り，い ろ い ろ な局面 に わ た るた め，統
一

的 な定量 的尺 度 は存在 しな くな っ て い

る．

　 こ れ まで の 財務諸表分析 を 中心 と した組織 業績 の 評価の 限界 と して
，

　 （1）財務諸表作成 に は恣意性 を伴 っ て い る．

　 （2）便 宜 的 に行 わ れ る期 間計 算 は 決 算 期 以 後の 事実 に も留意 す る必 要が あ る ．

　 （3）貨幣表示 であ る た め
， 経営者の 能力 ， 設備 の 優i劣 な ど物的 要素 は 把握不 可 能で あ る．

な ど があ げ られ る ．

　 また
， Johnson ＆ Kaplan が い うよ うに

， 管理 会計 シ ス テ ム は 短期の 財務業績測 定 の 役

割 が ，技術 の 急速 な変化 ，製品 ラ イ フ サ イ ク ル の 短縮 化，製造業 で の 組織上 の 革新 に よ り

そ れ 自体が む しば まれ て きて い る ．短期 の 財 務尺 度 は
， 最近 の 企 業業績の 指標 と して は 価

値が な くな っ て い る ．月次利益 や 四 半期利益 を測定す る よ りも っ と重 要 なの は ，種 々 の 非

財務指標 を測定
・
報告 す る こ とで あ る．そ の 指標 は企業 の 戦 略 に基 づ くべ きで あ り，製造 ，

’
マ

ーケテ ィ ン グ，R ＆ D の 成 功 へ の 鍵 と な る尺 度 を含 む べ きで あ る ．新 た な る生産環 境で

は
， 短 期 の 財 務 尺 度は ，企 業の 長期 収益性 目標 の た め の 優 れ た 目標 や予 測 を提 供す る 種 々

の 財務指標 に よ っ て ，置 き換 え られ な くて は な らな い ．［Johnson ＆ Kaplan
，
1992

，
　pp ．

253 −263］

　 しか し，それ らの 評価 基 準 を利 用 し よ うと した と き， 次 の よ うな種 々 の 問 題が 発生 す る ．

　 （1）どの よ うな項 目 を業績 評価 の 指標 に もっ て くる べ きか ．

　 （2）種 々 の 項 目 を統
一

の 尺 度 （貨幣単位 な ど） で測 定 する こ と が で きない ．

　 （3）主 観 は どの よ うに 処理 すべ きか ，

　 （4）立 て られ た 目標 に 組織成員 をモ チ ベ ー トす る た め に は そ の 項 目 を設 定する 際 に
，

ど

　　 の よ うに 参加 させ る べ きか ．

　 （5）選 択 され た評価 項 目 に ウ ェ イ トを つ け る際， どの よ うに つ け れ ば公 平 に な る で あ ろ

　　　うか． （議 論 で は声の 大 きい 者 が勝 っ て し まう）

　 （6）定性 的 な評価 と定量的 な評 価 をどの よ うに して 1 つ に総 合 ， 統合すれ ば よ い か ．

　 次 節 で は 上 記 の 問 題 を解 決 す る も の と し て 階層 的意 思 決 定 法 （AHP ；Analytic

Hierarchy 　Process） を取 り上 げ ，
こ の 構造 に つ い て 述 べ る ．

3 ． 組織の 業績評 価 と階層 的意思決定法

3．1　組織の 業績 評価 へ の 階層 的意思決定 法の 適用
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　 企 業の 組織 目標は企 業の 存続 に 直接か つ 重大な影響を与 える よ うな行為が行わ れ る すべ

て の 領域 に つ い て 設 定 され ね ばなら ない ．た とえば
， 収益性 ， 新製 品の 開発 ， 生産性 ， 従

業 員の 態度 な どが あげ られ る が ， 量的 に測 定可 能 な もの と量的に は 測定 しに くい もの とが

存在 す る． これ らの どれ を含 め る の か
， そ して どれ に 重点 を置 くか は そ の 決定 に参加 して

い る メ ン バ ー
の 役職 ，部署，経験 ，知識 な どに よ り，見解が 分か れ て しま い ，そ の 収拾が

困難 とな る ．こ の よ うな問題 を避 け るた め に は ， 各項 目 に つ い て な ん らか の 客観 的 な尺 度

が示 され る こ とに よ り， 参加者の 合意が 形成 され る こ とが 望 まれ る ．階層 的意思決定 法は

、そ の よ うな要求 に 対 して
，

か な り有力 な手段 と な りうる ．

　 階層 的意思決定法 は ，複雑 で あ い ま い な状況 にお ける 多様 な評価基準 の もとで 人間の 主

観 的判断 に よる 問題 解決手法 と して T．LSatty が提 唱 した．

　 こ の 意思 決 定法で は ，問題 要素 を最 終 目標
一評価 基 準

一
代替案の 関係 で と らえ，階 層構

造 を つ くりあげ る ．そ の 後 ， 最 終 目標 か らみ た 評価 基 準 の 重 要 度 を求 め
， 続 い て 各評 価基

準 か ら み た代替案の 重要度 を評価 し
， 最後 に は

，
こ れ ら を最 終 目標 か ら み た 代替案の 評価

に換 算 す る ．こ の 意思 決定法 で は ，経 験 や 勘 を生 か して こ れ まで モ デ ル 化 した り定量 化 し

た りする の が 困 難 と考 えら れ て い た 問題 も扱 える よ うに して い る． ［Satty
，
1980 ］

　 こ の 特徴 と して は，

　 （1）評価基 準 が多 く， しか も互 い に共通の 尺度 が な い よ うな問題 を解決で きる ．

　 （2）デ
ー

タが と りに くい 環境下 で 意思 決定 し なけれ ば な ら な い よ うな問題 を解決で きる ．

　 （3）複雑で 構造の 不 明確 な問 題 を階層 化す る こ とで 整 理 し ， あ る 限 られ た条件で 部分 的

　　　な比 較 を重 ね る こ とで 全体的 な評価が で きる ．

　 （4）項 目間で
一

対比較 を行 うこ とで
， 尺度の 違 う項 目間の 比較 を可 能 に し ，

こ れ まで の

　　　定量 的 分析 で は扱 い きれ な い 漠然 と した要因が絡 む問題 を解決で きる ．

　 （5）グ ル ープで 意 思 決定 す る時，関係者 間の 意見 を表示 し， と りま とめ る た め に都合 が
’

　 　 　よ い ．

　 こ の 意思 決定法 を適用 した事例 が コ ン ピ ュ
ー タの 機種選 定 ， 交通 シ ス テ ム の 選択，株式

投 資の 決定 な どに お い て多 数報告 さ れ て い る ．

　 続 い て ， こ の 階層 的 意思 決定法 の 基 礎 と なる 理論 とそ こ に お ける 意思 決定の プ U セ ス に

つ い て 述 べ る．

3．2　階層 的意思 決定 法の 理 論 とプ ロ セ ス

　 い ま n 個 の 評 価項 目 11 ，

…
，
1

。
が あ り， その 本来の ウ ェ イ トが w1

，

…
，
w

。
で あ っ た と

す る と
， 項 目 Ii と Ij の 重要 度 の

一
対 比 較 値 aij は

38

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

企業組織の 業績評 価 に お け る 階層 的意思 決定法の 有効性 に 関 する 研 究

　 　 　 　 　 　 　 Wi

　 　 　aij ＝

　 　 　 　 　 　 　 Wj

とい う
．
関係 を満 たす ．

　も し ， w1
，

…
，
wn が既知の 時 ，

一
対比 較行列 A ＝［aijl は次の よ うに な る ．

A ＝

　［aij ］ ＝

wl ！wl 　 w1 ／w2 … wl ／w

w2 ／wl 　 w2 ／w2
…

w2 ／w

Wn ／wl 　 w 。
／w2 … Wn ／w

た だ し

aij ＝ wi ／wj ， 　aij ＝ 1 ／aij ，　w ；

1

　

2

　

　

　

n

W

W

：

W

　 i，j＝ 1，2，・・  n

さて ，
こ の マ トリ ッ クス A に ウ ェ イ トの ベ ク トル w を掛 け る と ，

ベ ク トル n ・w を得 る．

l ／wl

2 ／wl

n
／w1

wl ／w2 　
…

w2 ／w2 　
…

w
。
1w2 　

…

Wl ／Wn

w2 ／Wn

Wn ／Wn

W

W

▼．

W

＝ n

W

W

■■

W

　す なわ ち，

　 　 　 A ・w ≡ n ・w

とな る ．

　こ の 関係式 よ りウ ェ イ ト ・ベ ク トル w は A の 最大 固有値 λmax に対 する 正規化 した

（Σ Wi ＝ 1）固有 ベ ク トル とな る．

■
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　さて
， 実際 に 複雑 な状 況 下 で ，

一
対 比較 を行 っ た 場 合 ，

A の よ うな完全 な形 の 行列 を期

待す る こ とは で きな い が ， それ に ほ ぼ 近い 形 を して い る と考 えれ ば
，
A の 最大 固有値 と固

有 ベ ク トル を 求 め れ ば
， その 固有 ベ ク トル が 各評価項 目の ウ ェ イ トと して採用 で きる ．

　と こ ろ で
， 実際 に状 況が 複雑 に な れ ば な る ほ ど意思決定者の 答 が 整合 しな くな る． こ の

整合性 を評価す る尺 度 と して ，階層的 意思 決定法で は 整合度 （C ．1．；Consistency 　lndex ）

を用意 して い る．

　こ れ は
， 行列 A に は n 個 の 固有値が あ り， そ の 和 は n とな る こ とを利用 し て ， （n − 1）

個の 固 有値 で こ の 指標 を もつ の で ， 1 個当 た りの 平均 を計算す る こ とに よ り，行列 A が 完

全 な整合性 を もつ 場合 に は こ の 値 は 0 で あ り，そ れが 大 き くな る ほ ど不 整合 性 が 高 い とみ

る ．

λmax ＿n
C ．1．＝

n − 1

　Sattyは ，
　 C ．1．の 値が O．1以 下 で あれ ば合格 とする こ とを経験則 よ り提案 して い る ．

　さ らに ， 1／9
，
1／8，… ，

1／2
，
1ド

・・
，9 の 値 を ラ ン ダム に い れ た 行列 A の C．1．を多数回計

算 し， そ の 平均値 M を求め
， 先 に 得ら れ た C ．1．の 値を こ の M で 割 っ た値 を整合比 （C ．R ．

；Consistency　Ratio） と呼 び
，

こ の 値 も O．1 以 下 で あれ ば合格 とす る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 C ．L
　 　 　 C ．R ．＝

　 　 　 　 　 　 　 　 M

以 上の よ うな理 論 に基 づ い て ，階層 的意思 決定法 は次 に 示す 3 つ の ス テ ッ プか ら意思決定

が行わ れ る ．

（ス テ ッ プ 1）

　複雑 な状況下 に あ る問題 を階層構造 に も とつ い て 分析す る ．階層 図 は レ ベ ル と項 目 と上

下 の 項 目 を結ぶ 線 か らな る．最上 位 に総 合 目的 をお き，最下 位 に代替案 をお く．

（ス テ ッ プ 2）

　各 レ ベ ル の 項 目に つ い て
， そ の 上 の 親 項 目 に 関 す る

一
対 比 較 を行 う．そ う して ，

一
対 比

較行列 の 最 大固有値 と固 有 ベ ク トル を求 め る ．

（ス テ ッ プ 3）

　各 レ ベ ル の 項 目間の ウ ェ イ トに も とつ い て 階層全体 の ウ ェ イ トを計算す る ． こ うし て
，
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総 合 目的 に対す る 各代替案の プ ラ イ オ リテ ィ を決定 す る．

　っ つ い て
，

こ の 意思 決 定 法の 有効性 を確認 す る た め に，A 教 育 学 校の 組織 の 業績 評 価 に

こ の 方法 を適用 す る 。

4． A 教育学校 の 7 支店 の 業績評価 へ の 適 用

　こ こ で 対象とす る A 教育学校 は
，

7 支店か ら構成 され て い る ． こ の 支店 ご と の 人員 は

図 1 に示す とお りで あ る ．

本部

　 I

a 支店　　
’

b支店

i
　　 1

［c支店 ］ ・支店 ［埀 コ ［亙 ］［亜亶コ
支店長 1　　支店長 1　　支 店長 1　　支 店 長 1　　 支店長 1　　 支店長 1　　支店長 1
そ の 他45　 　 そ の 他5　 　 そ の 他25　 　 そ の 他6　 　 そ の 他 8　　 そ の 他 10　　そ の 他 12

　　　　　　　　　　 図 f　 A教育学校の 組織構成図

　 こ の 学校 は 経理 専 門学校 と し て 設立 さ れ
， そ の 後 ， 簿記 ， 各種国家試験 の 資格取得の た

め の 講座 を多数 開設す る教育専 門機 関 とな り，各支店 に お い て 開講 さ れ て い る 授業内容 に

は 少 しの 違 い は あ る もの の ，そ の 軸 とな る 簿記 ， 税理 士 ， ワ ープ ロ な どの 講 座 はす べ て の

支店 にお い て実施 され て い る ．

　 こ の 学校 で は こ れ まで 目標 売上 高達 成率 ， 目標利益 の 達成 率，人 時生 産性 と い う 3 つ の

評価 基準で 各支店の 業績が評価 され て きた ． こ の 評価結果 は ，経営者 ，重 役，各支店長が

出席 する 月 に
一

度の 支店長 会議 で
， 経営者 よ り月次 の 支店 ご と の 実績 が発 表 さ れ，各支店

長は ，こ の 実績 に もとづ き ， 現 状 を把握す る とと もに 経営者か ら 目標 未達 成 の 支 店 へ 改善

要請 が な され た ．

　表 1 はある 月の そ れ ぞ れ の 評価指標 ご との 支店 の 順位表 で ある ． もちろ ん
， 実際 の 支店

長 会 議 で は そ れぞ れ の 評価指標 ご との きめ細 か な実績値が 用 意 され て い る ．

　こ の よ うな プ ロ セ ス を通 し て
， 各支店 長 に学校 へ の 帰 属意識 と仕事へ の 責任 感を もた せ

る と い う意味 で は大 きな効果 を も っ て い た ，ま た
， 支店長は こ れ ら の 資料を各支店へ 持ち

帰 り，各支店 内で の 会議資料 と して 利用 した ．
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表1A 教育学校の 支店の 業績評価指標 と順位

a

支店

b
支店 驫

d
支店

e

支店

f
支店 驫

目標売上 高達成率 5 7 3 6 1 2 4

目標利益 の 達成率 2 5 6 4 3 1 7

人事生 産性 2 7 5 4i　　 3 1 ，6

　 しか しなが ら， こ の シ ス テ ム に対 して ，彼 らに は不 満が あ っ た ．それ は こ れ らの 評 価指

標 だ けで は 支店 の 評 価 は 不 十 分 で あ る こ と と
， す べ て の 評価指標 を統合 し た業績評価 シ ス

テ ム が な い と い うこ と で あ っ た ．

　 もちろ ん ，こ れ まで こ の 3 つ の 評価 基準 を中心 に し て ， そ の 他の 評価指標 も必 要 に 応 じ

て 支 店長 会 議 に適 宜 準備 され たが ， こ れ らを統 合 化 した シ ス テ ム は 構 築 され て い なか っ

た ．

　 こ の よ うな問 題点 を有す る こ の 教育機 関 に対 して 階層的意思 決定法 を用 い た 評価 シ ス テ

ム を構築す る こ とに な っ た ．学校側 か ら は 支店長会議 の 全 メ ン バ ー 12 人 が 選 ばれ た ．内

訳 と して は ，経営者，財務 ，人事 ， 広報，総 務 に 関す る重 役 お よび 7 支店長 で あ る．そ の

手順 は 図 2 に 示す と お りに 進 め られ た ，

　 まず ， 支店の 業績評価 に 際 し て
，

どの よ うな評価指標が 必要な の かが
， 支店長会議 で 議

論 さ れ た ，そ の 結 果， 9 つ の 評価指 標が 提案 され ，図 3 の 階層 図が作 成 され た ． さ らに ，

こ の 評価 指標 ご との 内 容 は 表 2 の 通 りで あ る． さい わ い に して ，そ れ らの 情 報 は経理 ，入

事 な ど の 各部 署 に お い て 既 に 入 手 して い る もの ば か りで 新 た に 入 手する 必 要の あ る 項 目 は

一 つ もなか っ た ．

　 つ づ い て
，

こ れ らの 階 層 化 さ れ た そ れ ぞ れ の 項 目 に対 して ウ ェ イ トを つ け る段 階で は
，

そ れ ぞ れ の 立 場 （経 営者、財務 ， 人事 ， 支店長 な ど） の 違 い か らか 意見 が異 な り， 話 し合

い で は ま と ま りが つ か な い こ と をこ れ まで の 経験 か ら全員が 認識 して い た の で
，

こ の 段 階

で は 階層 的 意思 決定法 を利 用 す る こ とに した．

　具 体 的に は ，図 4 の よ うな ア ン ケ ー ト形 式 に よ る もの で ，中心 か ら左 右 を対称 に して ，

右 と左 の どち ら の 項 E が よ り重要 か をそ の 度合 い に応 じて ○ 印 を つ け て もら う方 法 を採用

した．配点に つ い て は，表 3 の よ うに左端 は 9 点 ，右端は 1／9 点で
， 中央は 1点 を与 え る

とい うもの で あ る ．

42
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　企 業組織 の 業績 評 価に お ．け る 階層 的意 思 決定 法の 有 効性 に 関 す る 研究

支 店 長 会 議

社 長 ，重 役 4 人 ，支 店 長 7 人 で

支 店 評 価 の た め の 項 目 を 議 論

支 店 評 価 の た め の 項 目 の 決 定

決 定 さ れ た 項 目 を 階 層 化

各 レ ベ ル の 項 日 間 の
．．

対 比 較
評 価 ア ン ケ ー

　ト

各 レ ベ ル の 項 日 間 の ウ ェ イ ト 計 算

整 合 度 の 計 算

12 人 分 　 　 　 　 　 　 　 　 　 NO
整 合 度 が 〇 一 以 下 か ？

　 　 　 　 　 YES
12 入 分 の 正 規 化 さ れ た 固 有 ベ ク ト ル 　 　 　　 　…

籬 貅 欝 妛… 　 碇 　　　 」

碧 鞭 雛 遑
卿 目 毎 の

　　 ！

各 項 目 毎 の ウ ェ イ ト の 承 認

図 2　業績評価項 目の ウ ェ イ トが承認 される までの 流れ

支 店 の 評 価

団 溢 性 「生 産性 従業員の モ ラ
ール 顧客満足度 教室稼働状 況 資格合 櫺［犬況 人学者数

積 極愉 工 夫

［壷コ ［動 ［±耋コ ［並 ［塗 ［盪 ［董 コ

　　　　　　　　　　　　図3　A教育学校の 業績評価項 目の階層 図
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表 2　業績評価項 目とその 内容

収 益 性　　　　　　　　　　
1

投資収益 率

生産性　　　　　　　　　　
1

人時生産性 （付加価値／全職員 の 稼働時間｝
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2
讎 の モ ・一ル　 1 聾 購 鯑 1隻鸚雛 麟 ・方・ 工 夫度など

顧客満足度　　　　　　　　！セ ミナ
ー
終了後の 受講生 へ の ア ン ケート結果 ， 新規受講生 の 紹介件数

教室稼働状況　　　　　　　　 1 教室稼働率 〔教室毎の 利用 コ マ 数の合計／全教室の利用 百∫能 コ マ 数）

資格合格状況　　 　　 障 講生 の 資格舒 各率

入学者数　　　　　　　　　 1 目標入学者数 の 達成率

AHP ア ン ケ ー ト
氏名 一

各 々 の テ
ー

マ に つ い て ，代替案 を2つ ずつ 組 に して 示 し て い ます．
各々 の 組 の う ち，よ り重 要，あ る い は よ り有効 と思 わ れ る 方 につ い て ，そ の 重 要 さ，
有効 さ の 程度 に応 じて 該 当す る と思 わ れ る と こ ろ に ○印 を つ け て くだ さい ．

テ
ー

マ 1 二支店 の 評価指 標

　 　 　 　 　 　 　 絶

　 　 　 　 　 　 　 立

　 　 　 　 　 　 　 自
　 　 　 　 　 　 　 ｝

　 　 　 　 　 　 　 重

　 　 　 　 　 　 　 要

収益性

収益性

収益性

収益
・1生

収益
．1生

収益 性

生 産
．1生

生 産 性

絶

対
的

に

重

要

か

な

り

重
要

重

要

や

や

重

要

同

程
度

や

や

重

要

重

要

か

な

り

重
要

　
十
り宀
ソ甲一
自

巳

酉

く

］

一

一

一

一

一

一

一

生 産性

従 業員 の モ ラ
ー

ル

顧客 満 足度

教室 稼働・tl犬況

資格 合 格状況

入学 者 数

従 業 員 の モ ラ
ール

顧客 満 足 度

図 4　業績評価項 目間の 一対比較

表 3　業績評価項 目間の 一対 比較値

一
対比較値 定　義 説　明

1 同程度 両方 の 項 目が 業績評価 に 同 じ くらい 重要

3 やや重要
一

方 の 項 目が他方 よ りす こ し重要

5 重 要　　　　　1一方 の 項 凵が 他方 よ り重 要

7 か な り重要　　｛
一

方 の 項 目が 他方 よ りか な り重要

　 　 92

，
4

， 6， 8
絶対的 に 重 要　 ：

　　　　　　　：

一
方 の 項 目が 他方 よ り絶対的 に 重要

補 間的 に利用

上 の 数値 の 逆数 i上記 とは逆 に 他方 の 項目か ら
一

方 の項目を見 たとき
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　 こ れ らは 図 5 の よ うな マ トリ ッ ク ス を利用 して そ の 最 大 固有値 と 固有 ベ ク トル が 計 算 さ

れ
， 整合度が 0，1以 下 に な ら なか っ た場合 ， 再度 ，

一
対 比較 を行 っ て もらい

，
12 名全員が

0 ．1 以下 に なる まで 繰 り返 された ．

　 た と え ば こ の マ トリ ッ ク ス で は ，収益 性 に あ た る 行 と生 産性 に あた る 列 の 交点 の 値 1 は ，

収益 性 と生 産性が 支店の 業績評価 に と っ て 同 じ くら い 重 要で あ る こ と を示 して い る． また，

収益 性 に あ た る行 と従 業 員 の モ ラ
ー

ル にあ た る列 の 交 点 の 値 1／2 は ， 収 益 性 よ り従業員 の

モ ラ ー ル が 支店 の 業績評価 に と っ て ほ ん の 少 し重要 で ある こ と示 して い る ．

　 さ らに
，

下 の λ・max は こ の マ トリ ッ クス の 最大固有値 を示 し
，
　 C ．1．の 0．038 は O．1以 下

なの で ， こ の マ トリ ッ ク ス の 整 合性 が とれ て い る こ とを示 して い る ．

λmax ＝ 7．227　　 　　　 　　　　 　 C ．1 ＝ 0，038　　 　　　　 　　　 　　　 CR ＝ 0．029

　　 図 5　 C支店長の業績評価項目間の 一対比較 マ トリ ッ ク ス （一例 ）

　そ の 結 果 か ら得 られ た全 メ ン バ ー
の 固有 ベ ク トル は表 4 の とお りで あ る． なお ，

こ の 値

は そ の 合計が 1 と な る よ うに 正 規化 した もの で ある ．

　た とえば
， 経 営者 に つ い て は

， 支店の 業績評価 に際 して の 各項 目の 重 要性 は
， 入学 者数 ，

顧客満足 度 ， 資格合格状況 ， 従 業員 の モ ラ ール
， 収益性 ， 教室稼働状況 ， 生 産性の 順 に重

要視 し ， そ の ウ ェ イ トは それ ぞ れ 0，366
， 0．165 ， 0．136 ， 0ユ 27

， 0．079 ， 0．077 ， 0．049

で あ る こ と を示 して い る ． こ れか ら経営者 は顧 客満足 に 対 して 敏感 に反応 して い る こ とが

うか が える ，

　 ま た 、 重役 1 （人事） は資格合格率 、 顧 客満足 度 に 重 点 をお い て い る が 、 従業員 の モ ラ

ール につ い て も他の 人 た ち よ りも重要視 して い る こ とが 分 か る ．

　重役 2 （広報）は顧客満足度に 半分近 い 重 要 度を与 えて い る ．

　重役 3 （総務） は 顧客満足度 に
一

番高 い ウ ェ イ トをお い て い る が
， 他 の 指標 も同様 に 重

要視 して い る こ とが うか が え る．
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　重 役 4 （財務 ）は どの 指標 も重 要視 して い る が
， 特 に 生 産 性 に つ い て は他の 人 たち と比

較 して 高 く重 要視 して い る ．

　こ れ か ら もわ か る よ う に ， こ れ まで 重 要視 され て きた収益 性 を 一
番重 要 だ と して い る者

は 1 人 もお らず ，顧客満足 度 ，入学者 数 ，資格合 格状 況 な ど，学 校 に と っ て は 客 で あ る受

講 生 に 関す る評 価 指 標 に 対 して 全 体 的 に 重 点 をお い て い る ．ま た
， 従 業員の モ ラ

ー
ル の 下

の 項 目で ある 積極性 と工 夫 は そ れ ぞ れ 0 ．58
，
0．42 とほ ぼ 同 じ程 度の ウ ェ イ トと な っ た ．

なお
，

こ の 評価 で は 12 人 す べ て の 固有 ベ ク トル を単純平均 して 各評価指標 の ウ ェ イ トと

して 利 用 す る こ とに した ．そ う して ウ ェ イ トつ き階層 図が 図 6 の よ うに完 成 され，参加 者

全 員 の 承認 を得 た．

　 こ の 結 果 をみ て も理 解 され る よ うに
， 全 員 の 意見 が ま と ま らない と い うほ ど の 大 きな相

違が なか っ た に もか か わ らず ，
こ れ まで い ざ議論 に は い る と

，
ど うして も収拾が つ か なか

っ た． しか しなが ら，表 4 を全員 に提示す る こ とで ，各評価 指標 に 対す る 重 要度 を確認 し，

お 互 い の 考 え方 の 違 い を認識す る こ とが で きた ．

　 こ の よ うな プ ロ セ ス を経過す る こ とは ，時 間的 に も，内容 的に も一
見無駄 な よ うに 思 え

るが ， とて も有意義 な こ とで あ る．お互 い に 相手の 考 え を理 解す る こ とは議論 の 進行 を ス

ム ーズ に し，業績評価 指標 の 階層 図 を改 め て 作成 す る際 も，お互 い の 意味 空 間の 共有が ，

そ れ に 要 す る 時間 を短縮 して くれ る こ とに なる か らで あ る ．

　っ つ い て
，

こ の 決定 され た 各評価 指 標 の ウ ェ イ トに もとづ き ， 経理 部門 ， 人事部 門 の 担

当者 は事前 に 入 手 した情報 を も とに 図 7 の 流 れ に 従 っ て
， 図 8 の よ うな

一
対比較 を実施 し

た ． こ こ で は 業 績 評 価 指 標 と して 提 案 さ れ た項 目 ご と に ，2 支 店 間 で
一一一一

対比 較す る もの で

あ る．

　配 点 に つ い て は
， 前 と 同様 ， 表 5 の よ うに左 端 は 9 点 ，右端 は 1／9 点 で ，中央 は 1点 を

与 える とい うもの で
， 図 9 の よ うなマ トリ ッ ク ス を利 用 して そ の 最 大 固有 値 と固有 ベ ク ト

ル が 計算 され た ．
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表4　各業績評価者毎の 固有ベ ク トル 値

支店 の 業績評価

a

支店長

b
支店長

C

支店長

d
支店長

e

支店長
f
支店長 隻店長 平均値

0．0920 ．1590 ．0760 ρ320 ．0270 ．0220 ．1600 ．067
0，0330 ．0370 ．0760 ，0350 ．0310 ，0750 ．0330 ．061
0，1390 ．0510 ．1290 ．ll40 、1120 ．2260 ．0980 ，126
0．275026602900 ，3180 ，1980 ，3790 ．1660 ，274
0，0240 ，0290 ．0700 ．0390 ．0300 ．0370 ．0240 ．052
0．2140 ．2660 ．2920 ．241O ．2240 ．1760 ．1060 ，185
0．2250 、19309670 ．2200 ．3790 ．0850 ．4130 ．235

従業員 の モ ラ
ー

ル に対 して

評 価基 準

評価 者 経営者 重役 1 重役 2 重役3 重役4

積極性

工 夫

0．250
，75

0500
．50

0500
，50

O．250
．75

0，830
、⊥7

a

支店長

b

支店長

c

支店長

d

支店長

e

支 店長

f

支店長

9
支店長 平均値

0，830
、17

O．170
．83

050050 0、750
．25

0，750
．25

0．750
、25

0，880
．13

0580
．42

支 店 の 評 価

0．067 0．06工 0．i26 0．274 0．052 0．185 O．235
収益性

F

生産性 従業員の モ ラ
ール 1 顧客満足度 教室稼働状況 資格合格状況 入学者数

o．58o ．42
積 極性 1 τ 夫

　 〉 　　　　＼レ
’
　　　 ＞ 　　　　＞ 　　　　＞ 　　　　＞ 　　　　＼レ／

［a 支 店］ ［1至亘］ ［亟 コ ［亟亙］ ［二菫埀コ ［亟弖コ ［巫 亙］

図6　A教育学校の 業績評価項 目の 階層図 に 対 する ウ ェ イ ト　　　　　　　　　　　 贐
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毎　 月
一

月 次 の 経 営 実 績 デ
ー

タ の 入 手 及 び そ の 計 算

　 　 　 　 （経 理 、人 事 ．営 業 な ど ）

各 評 価 項 目 毎 に 支 店 の 一
対 比 較 を 実 施

　　　 　 （経 理 ，人 事担 当者 ｝

項 目 間 の ウ ＝ イ ト計 算

整 合 度 の 計 算

整 合 度 が 0 ．1 以 下 か ？
NO

YES

総 合 評 価 点 の 集 約

↓

p m
図 7　経営実績デ ータ の 入 手か ら支店長会議資料
　　　　　　　　　　　 が作成 されるまでの 流 れ

曽 ．勃誓舳砥趣鵡劬鋳覧

器麒禦
絶

対
的
に

よ

い

か

な

り
重

要

重

要

や

や

重

要

同

程
度

や

や

重

要

重

要

か

な

り
重

要

絶

対
的
に

よ

い

a攴店

a支 店

一

一

一

b支店

a支 店

一

c 支店

a支 店

一

d支店

a支 店

一

e支 店

a支 rti

一

f支 店

b支 店

b支 店 一

9支店

c 支店

d支店

図8　収益性 に対す る支店間の
一

対比較

48

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

　　　　　　　　　　　　　　　蝶 繍 の 業嗣 価 に お け 硝 層 的 意思 瀧 法 鮪 効性 に 閏 す る研 究

表 5　支店 間の 一対比 較値

・一
対比較値 定 義　 i　　　　　　 説 明

　 　 　 1

　 　 　 3
　 　 　 5

　 　 　 7
　 　 　 9
　 2 ．4 ．6 ．8

上 の 数値 の 逆数

同程度　　　　　 i両方の支店の業績評価の 項目に対 して に 同 じ くら い よい

や や よい 　　　　i一方 の 支店が他方 よ りす こ し重要

よ い 　　　　　　i一方の支店が 他方よ り重要

か な りよ い 　　　1…方 の 支店が他方 よ りか な り重要

絶対的 に よい 　　 「．一一方の 支店が他方よ り絶対的 に 重要
　　　　　　　　1
　　　　　　　　 補間的 に利用

　　　　　　　　 上記 とは 逆 に 他方 の 支店 か ら
一

方 の 支店 を見 た と き

収益性
a　　　　　l　 b　　　　　I　 c 　　　　　：　 d　　　　　l　 e　　　　　：　 f　　　　　

I

　 g

支店　 1 支店　 1 支店　 ： 支店　 1 支店　 ： 支店　 ： 支店 固有 ベ ク トル

a 支店 1　：　　　　　 6　・　　　　　 2　：　　　　　 5　1　　　　1／2　：　　　　113　1　　　　　7 0，383一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
＋
一’一…一’

÷
一’一凹一“’

＋
一一’…’

＋
一’一’『“

＋
’一『『…’

そ
ー一旧国’…’一圏一一一一一四一一一一

b支店一一一一一一一一一一一一一一一一一一一！イ6−L−一一一一圭1−一一一坦 一L−一一1亭一1−一一一翌7−L−一一一L但 1−一一一坦 一　 　 　 0，054−一一一一一一一一一一一
c支店一一一一一一一一一一一一一一一　　1！2　：　　　　　4　”　　　　　1　：　　　　　2　1　　　　1／3　：　　　 113　

1
　　　 1／2−一一一一一一トー一一一一一噌

一一一一一一一十 一一一一一一一十一一一一一一一十一一一一一一一一一一一　 　 　 0、168−一一■一■一一一『■一
d支店 1！5　1　　　　　　3　：　　　　 112　：　　　　　　1　：　　　　 土／5　：　　　　 117　1　　　　　　2 0．ll5一一一凾一一一一一一一一一闇旧一

　
■
　
−
　
¶
　
門
　
7
　
¶
　
屠

1
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
1
　T　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
¶

「 　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　丁　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一

「　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一
　
一一一一一一一一一一一一一

e支店一一一r−r−一一一一一一一一一一一一一2 一トー一一一一ヱ1−一一一一3 −1−一一一一≦1−一一一一一1−1−一一一堕 1−一一一一一5一　 　 　 0、482−一一一一一一一一一一一

伎 店 3　1　　　　　 9　1　　　　　 3　：　　　　　 7　：　　　　　 2　：　　　　　 1　：　　　　　 9 0．75i一1胃旧r一一一一一一一一一一

9文店

一一一一
i万

一
「
… 一

ゼ1
… 一

…T
…
f〃r

一一一
173T

’一疊一
f疹r

−一’−
TI

一一一一一一一一一一一疊
　 　 　 0，112

　　 λmax ＝7．5514　　　　　　　 CI、＝0．0919　　　　　　　 C．R．＝0．069

　　　　　　 図 9　各支店に対 する支店問の 一対比較 マ トリ ッ ク ス （一例 ）

　　　　　　　　表 6　各支店 に対す る業績評価項 目毎 の 固有ベ ク トル 値

支店 の 業績評価

　 　評価項目

評価支店／重要度

店

店

店

店

店

店

店

岐

成

成

岐

岐

伎

竦

1贐
…
・ 産・生黷 搬 驪 ・1欝 欝 …雛 。合。価

0．067 …0．061 ：0．073
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
0．053　・ 0，274　　0．052　10 ．185　10 ．235

0．186　：0、221

0．02610 ．027

0，08210 ．063
　　　　
0．055　：0．】16
　 　 　 10
．233　：

0．145
　　　　
0．363　：0．357　　　　
O．054　：0．071

10

．2gg　l  ．217　
　　　　　　　　　　　 　
…0．02giO ．028

…0215iO ．247

0，〔M2i 。．。42　
　　　　　　　　　　　 　

0・197iO ・197
　　　 　
O，149　10．183　　　 コ
0．070　10．086

LO

．293110

，03310

．1620

，06310

．1120

，3050

．033

：0．037　10．253　：0．490　10 ．303　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

…0．20giO ．080 …0ρ1710 ．045

…0」 19 …。．250 ［02030 ．183
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド
10．斗71　10．084　10，033　

’
0．081

1　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　ト
　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　
0．057　10．072　：

0，045　；0．107
　　　 コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
0．057　1α044　：0．089　10

．183
　　　 コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
10 ．051　10．216　：0，124　　0．098
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　計算結果 は表 6 に示 され る．

　計算方法 は， 各支店の 評価 指標 ご との ベ ク トル 値 に対 して 評価指標 の ウ ェ イ トが 乗 じ ら

れ ， 支 店 ご との そ の 値 が 集計 され る．た と えば a 支店で は （0．067 　×　O．186 ＋ O．061 ×

0221 十 〇．073 × O．299 十 〇．053 × 0 ．217 十 〇274 × 0293 十 〇．052 × 0．037 十 〇．185 ×

0．253 ＋ 0 ．235 × 0．490 ＝ 0．303 ）と計算 され る．

　結果 と して
， 教室稼働 状況 をの ぞ い て は

， 結構 よ い 点 を与 え られ た a 支 店が総 合 評価 に

お い て も 1位 とな っ た．逆 に ，教 室 稼働 状 況 以外 は あ ま りよ い 配点 を与 え られ なか っ た b

支 店は 最 下位 に ラ ン ク され た ． こ の 結 果 は
， 毎月 ， 経 営 者 に 報告 さ れ

， そ の 確認 を受け た

後，支店 長 会議資料 と して 利 用 され た ．

　こ の よ うに ，得 ら れ た結果 は当初の 3 項 目 だ けの 評価 と比 べ ，支 店 ご と の 順位が 明確 に

な り，支店長 に と っ て は 非常 に 厳 しい 評価 シ ス テ ム とな る に もか か わ らず ， 彼 らか ら は
一

様 に こ の 結果 に対 して の 良好 な 反応 を示 した ．

　結果 と して ，階層 的意思 決定法 を支店 の 業績評価 に用 い る こ とに よる効果 が，次 の よ う

に 確認 され た．

　（1）各業績評価 指標 に 対 して ，各個 人が 一
対比 較 を行 う こ とで ， 個人 個 人 どれ に 重 点 を

お い て い るかが 明 白に な り ， 合意 形成 が ス ム ーズ に行 えた ，

　議論 で は
一

部 の 意見 に 押 し切 ら れ る こ とが よ くあ る が
， そ の こ とは議論 の 参加者 に 不公

平感 を持 たせ
， 不満が 残 る こ とに もな りかね な い ． こ の 意 思 決定法で は

， 提案 され た業績

評価 項 目 に対 して 参加 者 全 員 が一
対比 較 を行 い ，そ の 結果 を互 い に確認 す る こ とで ，個 人

個 人 が 何 に 重点 を置 い て い る の か が 明 ら か に な り ， 議論 を進め る 上 で の 合意形 成が ス ム ー

ズ に な る ．

　（2）ウ ェ イ トを平 均す る こ と に よ り ， 公 平 に各指標 にプ ラ イオ リテ ィ が つ け られ た ．

　 こ れ まで の 経営者か ら押 し つ け られ た 3 項 目の 評価指標か らそ れ ぞ れ の 立場 の 管理 者 の

参加 に よる評価指標 の 提案，そ の 重要度 の 決定が行 えた ． また， ウ ェ イ トの 算出に あた っ

て は 職 位 な ど に よ り ， 差 を つ ける の も可 能で あ る が 、今 回 は 全 員 の ウ ェ イ トを単純 平均 す

る こ とで
， 公平感 をもた せ る こ とが で きた ．

　（3）評価基準の 階層 図 とそ の ウ ェ イ トを示す こ とで ，明確 な 目標が で きた ．

　支店長 レベ ル だ けで な く，支店内の 従業員 に 対 し て ，評価指標 の 階層図 とその ウ ェ イ ト

が 示 され る こ と に よ り，彼 らが今 まで もっ て い た売上高 の 向上 ，利益額 の 向上 と い っ た
一

個 人で は ど うに もな らな い 漠然 と した 目標か ら彼 ら 自身 に で きる ，た と えば モ ラ
ール

， 顧

客満足度 など
， それ ぞ れ の 自分 が で きる 目標 をもつ こ とが で きた ．

　（4）利益 とい う単
一

目標か ら財務指標 を使 っ た 多 目標 に うつ り， しか も定性 的 要 素 もう
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ま く総合化で きた．

　こ れ まで
， 別途 に 扱 わ れ て い た 定量 的 項 目 と定性的項 目 を

一
緒 に 扱 うこ とで ，総合 ，統

合 化 され た支店 の 評価が可 能 とな っ た ．

　（5）各評価 項 目に 対 して 整 合性 の あ る ウ ェ イ トを与 え る こ とが で きた．

　
一

対比較 を行 う際の 配点 の 誤 りや 評価 者の 矛 盾 した 考 えなどに よ っ て ，各評価 項 目に与

えら れ た ウ ェ イ トに不 整合 と い う問題 を ひ き起 こ す こ とが よ くある が
，

こ の 意思 決 定法法

で は C ．R ，や C ．1．を用 い る こ とで その 矛盾 を容易 に チ ェ ッ ク で きる ． よ っ て
， 評価者 は そ

の 矛 盾が 解決 す る まで 安心 して何 度 も
一

対 比 較 を繰 り返 す こ とが で きる．

5 ． むすび

　本研究 で は
， 階層 的意思 決定法 を A 教育学校 に お け る 7 支店の 業績 評 価 に適用 す る こ と

で ，企 業組織の 業績評価 シ ス テ ム の 構築に お い て ，こ の 意 思 決定法の 有効性 を確認で きた．

　 こ の 結 果 ， 会計資料 だ けで は な く ， 経営実 体 に よ り近 い 定性 的 要 因 も含め ， 定量 的 （貨

幣尺 度，非貨幣尺度） と定性的要因 に よる 業績評価の 統合 ，総合化 した評価 シ ス テ ム の 構

築 に お い て 有効で あ る こ とが 示 され た ．

　 また
， 評価 の 項 目を決定す る ときや そ の 決定 され た 項 目に ウ ェ イ トを つ け る際 に，経 営

者 お よ び組織 の 管理 者 を参加 させ る こ とに よ り，組織 も し くは 組織成員の 目標達成度 を評

価す る ため だけで は な く ， 組織成員 をモ チ ベ ー トさせ る た め の 評価 シ ス テ ム と し て も利用

す る こ とが可 能 と な っ た ．

　 こ れ か ら の 課題 は
， さ らに 様々 な組織の 評価 に お い て

， 業績評価シ ス テ ム を構築す る こ

とに よ り， こ の 方法の 適用可 能性 を確認 して い くこ とで ある ．
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Study  on  the  Usefulness  of  the  Analytic

  Hierarchy  Process  in Evaluating

Performance  of  the  Firm's Organization

Kenichi Hato*, Kazuo  Kanekawat,  and  Masumi  Hirotu#

                           Abstract

 Tliis paper reports  the results  ofa  case  study  which  was  tmdertaken  at  A  education  schco1.

 It is extremely  difiicralt to evaluate  the perfbrniance  ofa  complex  firm's onganization  today,

 [[hough a  finaneial statement  had  been analyzed  mainly  for evaluating  the per fbrmance

of  a  firm's organi2ation,  this information  ofTers  only  the side  of  the business

managernent.  Because  the  firm's organization  has various  geals which  are  the  profit

goal, employee's  morale,  customer  satisfaetion,  R&D  and  etc.,

 The purPose  of  this research  is to represent  the usefulness  ofthe  Analytic Hierarchy

Process  in constructing  a  system  of  evaluating  the  perfbrmance  of  the  firm's

organization  by applying  the method  to eyaluating  the perfbrmance  ofseven  oences  of

A  education  school.

 An  effbctive  pembrmance  evaluating  system  for the firm must  satisfy  the  followings:

 (1) The  performance  evaluating  system,  includes  not  only  the  accounting

    reports,but  also  the  non-numerieal  factors which  are  closer  to the  business

    management.

 (2) The  performance  evaluating  system  by using  the  non-monetary  measurement.

 (3) The  evaluating  system  which  is integrated  and  synthesized  in both the

    numerical  (both' monetary  and  non-monetary  measurement)  and  the non-

    numerieal  factors,

 (4) The  evaluating  system  which  supports  the managers  in evaluating  the

    achievement  of  the  organizational  goals as  well  as  makes  the  organizational

    members  have  motivation  to perform  their goal.

                           Keywords

AHP,  Firm's Organization, Performance  Evaluating System, Numerical  Factor,

Nonnumerical  Factors
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事例 研 究

NTT の 事業 部制 マ ネ ジ メ ン ト ・

コ ン トロ ー
ル ・ シ ス テ ム

渡辺 　康夫 ＊

〈研 究 要 旨〉

　民 営 化 に よ っ て 生 まれ 変 わ っ た 日 本 電信 電話 株式 会 社 （通 称 NTT ）は ，形態 は株式

会社 に な っ た もの の
，

一
般 的 な営利 企 業 と は 異 な る 点 を 多 く抱 えて い る ．そ れ らは 主

に ，公益 事業で ある とい う企 業形態の 問題 と，ネ ッ トワ ーク ・ビ ジ ネ ス で あ る とい う

事業特性か ら生 じる もの だ と晉わ れ て い る．こ の よ うな事情 を もつ 企 業 が ，組 織効率

の 向上 の ため と い うキ ャ ッ チ フ レ ーズ の もとに典型 的 な事業部制 マ ネジ メ ン ト
・

コ ン

トロ ール ・シ ス テ ム を採用 した 結果 と して ，い ろ い ろ と問題 を抱 える こ と に な っ た ，

　本稿は ，同社の 事業部制 マ ネジ メ ン トに 内在す る 主 要 な問題 を浮 き彫 りに し，そ れ

らの 基礎 に あ る本質的な問題 を整 理す る こ と を目的 とす る も の で あ る ．

　第 1節で ，問題 意識 を明確 に した うえ で ，第2 節 で は NTT の 事業部制 の 特性 を理解

す るた め に ，
い わ ゆ る米匐型 の オ

ー
ソ ドッ クス な事業 部 制 が 備 え る べ き基 本 的要件を

確認 す る．そ して ，  本社 と事 業部 と の 間 に資本運 用 に関 す る包括 的 な権 限委譲 が あ

る こ と，  ．本社 に よ る 調整 ・管理 の 主 目的は
， 資本運用 に 関 する H 標斉合性 を達 成す

る こ と で あ り，   企業 内 に 市 場 原理 を導入 す る も の で あ る こ と
，

と い う3 つ の 要件 に

注意 を向ける ．第 3 節で は
，
NTT の 事業部制組織 の 構造 と事 業部収支 の 実態 お よ び ，

収支 に 大 きな影響 を与 え る電気通信料金 制度 に つ い て 言及す る ，第 4 節 で は ， 利益 の

要 素で あ る 収益 ，数量 ，新製 品 開発 ，固定費な ど が，事業 部長 に と っ て コ ン トロ
ーラ

ブ ル で な い こ とを指摘す る こ と に よ っ て ，NTT の 事業部が 利益責任の 面で 抱 え る 問題

点 を明 らか に す る．それ に加 え て 第 5 節で は，NTT の 筆頭大株主 が政 府で あ る とい う

特 殊事情 か ら，事業 部 の 業績 評価 指 標 や 投 資 の 意思 決 定 基 準 と業 績 評 価 に 用 い られ る

資本 コ ス トが ，米国型 の 理論 か ら求め る こ とが難 しい と の 問題 提 起 を行 っ た．

〈 キー ワ ー ド〉

イ ン ベ ス トメ ン ト
・

セ ン タ ー
，NTT ，業績評価 ，公 益事業，事業部 制 ，資本 コ ス ト，

設 備投資 ， 振 替 価格 ，
マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ー

ル
， 利 益責 任単位

1994 年 6月 受付
＊

慶 応 義塾 大学 大 学 院経 営管理 研 究科博士 課 程

株式 会 社 情 報 通 信 総 合 研 究所 　経 営 研 究 部 　副 部長
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1． 問題意識 と研究の ね らい

　 日本 電 信 電 話 公 社 は
， 1985 年 4 月 に 民 営 化 され て 日本 電信 電 話 株 式 会社 とな っ た ． こ

の 民 営 化の 契機 と な っ た 第 2 次臨 時行政調 査会 の 答 申は
， 民 営化 の 目的 を 「経営効率の 向

上」 と して
， その た め に は 規制 緩和 ， 競 争導入 ， 企 業分 割が 必 要 で あ る と結論 した ． と こ

ろ が
， 組織効率 を向上 させ る た め に 導入 しよ うと した企 業分 割 だ け は，各方面 か らの 反 対

に あ っ て 実 現 しなか っ た ．そ れ に 代 わ っ て 導入 され た の が ， 事業部 制組 織 に よ る 分権 的経

営管理 で あ っ た ．

　 こ の 事業部制管理 シ ス テ ム が
， 多 くの 日本企 業 で 採用 され る よ うに な っ た の は

，
1960

年の 通 産省産業合理化 審議会 に よ る 答 申 「事業部 制 に よ る 利益管理」 の 公表以 来 だ と言わ

れ て い る． こ の 「答 申」 を は じめ と して
，

わ が 国の 事業部制管理 シ ス テ ム の 手本 は ，欧 米

特に 米国型 の マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ ール ・シ ス テ ム に立 脚 した もの で あ っ た ．それ か ら

四半世 紀 の 間 に ，わ が 国 の 多 くの 企 業 で は ，事 業部 制 の 運 営の 仕 方 に つ い て
， 種 々 の 「日

本型」 の 特徴 を つ け加 え て い っ た と言 わ れ て い る
〔1｝が

，
NTT が 導入 した 事業部 制は

， 制度

的 に は 米国型 な い し通産省 「答 申」型 の 典型的あ る い は教科書 的 と も言 うべ き事業部制で

あ っ た ．NTT が 目指 した事業 部制 マ ネ ジメ ン ト ・コ ン トロ ール は ， （a ）企 業の 組織 を い く

つ か の イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

（投 資利益 責任 単位 ） に 分 割 し ， （b）事業部 長 に 事業

運営 に 関す る 権 限を包 括的 に 委譲す る と共 に
， （c ）全社 的な 目標斉合性 を達成す る た め に

，

本社 か らの 調整 ・
管理 を合理 的 に行 い ，（d）企 業内 に 市場原理 を導 入 す る

，
な ど オー

ソ ド

ッ クス な仕組 み が導 入 され た ．

　 と こ ろ が ，実際 に動 き出 した NTT の 事業部制 マ ネ ジ メ ン ト ・
コ ン トロ ール ・

シ ス テ ム

は
， 必 ず しも米国 型 の 理論 ど お りには い か な い 点が 多い よ うで あ る．そ こ で 本稿 で は， な

ぜ NTT で は 典型 的な マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン ト ロ
．一

ル 論 で は 解 決 しきれ な い 問題 を生 じや す

い の か とい う視 点か ら事例研究 を行 っ た ．

2 ． 典型的な事業部制 とは

　NTT の 事業 部制が
， 制度 的な側 面 で は

， 米国 型 と もい うべ き典 型 的 な仕組 み を備 えて

い る に もか か わ らず，そ の 運用 の 面 に 注意 を向ける と
， 本質的 に事 業部制 とは 相 い れ ない

問題 を抱 え て い る こ とを示す た め に ， まず
一

般 的 に知 られ て い る典 型的な 米国 型事業部制

の 基本 的要 件 を確認 して お く必 要が あ る ，近 年で は ， い わ ゆ る伝統的 な事業部制の ほ か に
，

セ ク タ ー制 ，
SBU

， 国際的 な事業部制 な ど も盛 ん に 採用 され る よ うに な り，事業部 制の

特性 に つ い て
， 多 くの論 者 に よ っ て さ ま ざま な議論が され て い る ．そ の 詳 しい 検討は ，小
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論 の 目的 で は な い の で 別 稿 に 譲 る が
， 典 型 的 な米 国 型事業部 制 と して は ，少 な くと も次 の

よ うな 特 質 な い し要件 が あ る と い うこ とで は
，

ほ ぼ
一

致 し て い る と解釈 で きる （文献

［1］， ［3］，［9］，［10］，［11］，［12L ［13］，［141，［161，［18］，［28］，［29】な どを参照）．

　そ の 第 1 番目 は
， 事業部制 の ベ

ー
ス に は 企 業資本 に つ い て の 委託 ・受託 と い う

一
種の 契

約意識が ある こ とで ある ．す なわ ち ， 互 い に独 立 な複数の 事業部の 長は
， 経営者か ら資本

運 用 に 関 する 包括的 な権 限 を委譲 さ れ て い る こ とで あ る ．資本の 委託 ・受託 と い う関係 は ，

まず 株主 と経営者 の 間 に あ る．経営 者は株主 か ら資 本 を預 か り，そ れ を運 用 して 得 られ た

利 益 を株 主 に分 配 す る と い う責 務 を担 っ て い る、与 えられ た資本 の 運 用 （投 資 とそ の 回収 ）

に関す る基 本 的 な意思 決定 は経営者 に任 されて お り ， 株主 は 主 に利益分 配 や 企 業価 値 の 増

大 と い う観点か ら経営者 を評価 する ．

N 事業部長

図1　 資本の 委託 ・ 受託関係

　同様 に事 業部長 は
， 経営 者が株主 か ら委託 され た資本 の 運 用 の 権 限 を

， 経営者か ら委託

され て い る 。こ の 点が ，職 能別 組 織 の 分 権化 との 決定 的 な違 い で あ る ， したが っ て 事 業部

長 は ，事業 部運 営 に 関す る 包括 的 な意思 決定権 限 を有す る と と もに，満 足 で きる水準 の 投

資回収 に よ っ て 利益 をあげる 責務 を負 うの で あ る ．

　 こ の よ うに 資本の 委託 ・受託 とい う考 え方 をベ ー
ス に して

， 投資 と利益 に 責任 を負 う米

国型 の 事業部の 多 くが ， い わ ゆ る イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

方式 を採 る の は ，極 め て 自

然の 成 り行 きで あ る ．

　第 2 番 目は
， 本杜 に よ る 事業部 の 管理 の 最 重要課 題 は

， 資本 の 運用 プ ロ セ ス に お け る 目

標 斉 合性 （goal 　 congruence ）の 確保 に お か れ る ．分権化 に は，下 部組織へ の 権限 と責任

の 委譲 と同時 に ，上 部組織 に よる下 部組織 の 調整 ・管理 が 必要で あ る． こ の 調 整や 管理 に

よっ て ，事業部 の 努力が 全 社の 成 果に 結 び つ くよ うに す るの で あ る．
一

般 に企 業の 目標 は，
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企 業 ト ッ プの 目標で あ っ て
， 事業部長や 組織の 成員 の 目標 とは 必ず し も

一
致 し な い ，そ こ

で ， こ の 不
一致 をな くして ，事業部長が 事業部の 利益 を追 求 した結果が ， トッ プす なわ ち

全社の 成果 に 直結す る よ うな管理 の 仕組み が必 要 とな る ．す な わ ち 「目標斉合性」の 達成

の 仕組 み で あ る ．

　第 3 番 目は，企 業内へ の 市場原理 の 導 入で ある ．事 業部 制で は 各事業部が
， 独 立 に市場

で の 取引 を行 うとい うの が オ
ー

ソ ド ッ ク ス な形態 で ある が ， 1企 業内の 事業部 間で 取引が

行 わ れ る場合 に も，外部市 場で の そ れ と同等で なけ れ ば な らな い ．す なわ ち各事業部が独

立 企 業の よ うに ， 商品や サ ー ビ ス の 価格
・品質あ る い は 取引条件 な どが ， 市場原 理 に よ っ

て 決定 され る 仕組 み が な け れ ば な らな い ．「忌 避宣言 権」や 「振替価 格」な ど は
， 事業部

の 資本 運 用の 合理 性 を追求 し
， 業績 を客観 的な市場 の 評価 を得 た公 正 な もの とす る ため の

仕掛け な の で あ る．

3． NTT が 採用 した事業部制 マ ネジメ ン ト

　明 治以来わが 国の 電 話事 業は
， 全 国

一
元 的に運営 され ， 戦 後 に な っ て も国内通 信 は 電電

公社 に よ っ て 独 占的 に 運営 され て きた．戦後の 電話事 業の 最 大 の 目標は 電話 の 普及 で あ っ

た が ，公 社制 度は そ の 機能 を十 分 に 発揮 して ，概 して 良好 な成果 を挙 げた と言 え よ う．

　電 電 公社が 民 営化 された 直接の 契機は
， 第 2 次臨 時行 政 調査 会 （以 下 臨調 と略 す ）に よ

る 行財 政改革 の
一

環 と して の 国営事業 の 統合 ・合理 化推進 で あ っ た．臨調 答 申で は
， 当時

の 電電公社 の 状 況 を 「問題 が 潜在化 し て お り， い ずれ 料金値上 げに 到 ら ざる を得 ない 」 と

して ， そ の 非効 率の 原 因 と対策 を次 の よ うに 述 べ て い る 〔2 ，．

（a ）経営者が 当事者能力 に 欠けて 非効率 なの で ，規制緩和 の ため民営化す る ．

（b）独 占に よ る 弊害が ある の で 競争を導入す る ．

（c） 巨大規模 に よ る 非効率が ある の で ，分 割す る ．

　そ の 結 果 ， 日本電 信 電 話公 瓧 （電 電公 社 ） は民営化 されて 日本電信電話盤 （NTT ）

とな り， 同時 に 競争が 導入 され る こ と に な っ た ． と こ ろが ， 分 割論 の 方 は各方面 の 反対 に

あ っ て
， 実現 しなか っ た ．そ れ に 代 わ っ て 組織 の 効 率性 を高 め る施策 と して 導 入 され たの

が ，事業部制 組 織に よる 分 権的経営管理 で あ っ た ．

3．1　NTT の組 織構造

　電 電 公 社 時代 は，典型 的 な職能 別組織 で あ っ た ． こ れ は 第 2 次 世界 大 戦 直後 に ，GHQ
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（連合国総 司 令部 ）が
， 米国式 経営管理技術 の わが 国 へ の 導入 の

一
環 と して

，
AT ＆T の 組

織形態 を採用 させ た結果で あ っ た ．そ れ以 来，電電公社 は基 本 的に
，

こ の 組織形態 を踏襲

して ，営業，施 設 ，建 設 ， 経 理 と い っ た 職 能 別 に 構成 され て い た． こ れ が本社 か ら地 方電

気 通信 局 ， 現 場 管理 機 関 （電 気 通 信 部 ）， 現場 機 関 （電 話 局 ）の 4 段 階 の 階層組 織全 体 に

同
一

の 組織編成 とな っ て お り， 全 て の 業務 は 職能 ラ イ ン （図 2 の 破線 で 示す） を通 じて 運

営 され て い た ，当時 の 真藤社長 は ， こ れ を縄暖簾 と呼ん だ が ， こ の 職能別 組織 は ，電話 の

普及 と い っ た 単
一

目標 で 限 られ た 業務 を ， 統
一

的 な 基準 で
， 効率的 に 取 り進 め る に は適 し

た組織構造 で あ っ た ．

　民営化 を前 に ，社 内 で 機構改 革が検討 され る なか で ，従来の 職 能別組織 で は，  現場 の

自主 性 の 欠妙
3」

，   管 理 機構 の 肥大 化 ，   縄 暖簾iと い わ れ る 職 能別 セ ク シ ョ ナ リズ ム ， 

戦略的 ・機動 的意思 決定の 欠如 ，   サ
ー ビス 業績責任 の 不 明確 ，

と い っ た 問題 点が あ っ た

こ とが 表 明 さ れ て い る
〔4 ：．そ して 事業部制 を導入 す る必 要性 を

， 「サ ー ビ ス 別 ある い は 商品

別 に 開発か ら販 売 ・保守まで 自己完結 的に 事業運営 の で きる 適正規模 の 経営責任単位 に 組

織 を編 成 替え す る と と もに， 自主 的運 営が で きる よ う権 限 を付与 し，収支改善等 に つ い て

の 責任 を明確 に して い く必 要が あ る ．」
［S】 と して ，典 型 的 な米 国型 の 事業 部制 の 導入 を頭 に

描 い て い た こ とが分 か る ．

（本社）

（地方電 気通信局） 営 業 　施 設 　建 設 　経 理

（電気通 信部） 営 業 　 施 設 　建 設 　 経 理 　 ・・・・・…

（電話局 〉 営 業 　施 設 　建 設 　経 理 　 ・・……

図2　電電公社の 職能別組織

　組織再編成 （機構改革） は民 営化 と同時の 1985 年 （昭和 60 年） 4 月 に始 ま り， 事業部

制 が導入 され た ，NTT の 事業の 大 半 を受 け持 つ 地域 事業本部 は ， 全 国 を 11 の 地 域 （北海

道 ， 東北 ， 九州 ， 四 国 ， 中国 ， 関西 ， 北陸 ， 東 海 ， 信越 ， 関東 ， 東京）に 分割 し て 担 当 し ，

当該地域の 地域通信網の 設備 を保有 し
，

い わ ゆ る 市内通話 を担当 して い る ．そ れ と同時に
，
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事業本 部 内 に地 域通 信 機 器 事業 部 ，地 域 公 衆 電 話事業 部 ，地 域情 報 案 内事業 部 を抱 えて ，

そ れ ぞ れ 通信機器 の 販 売 ，公 衆電 話の 設 置 や保 全 ， 電 話 番号案内な ど を担 当す る イ ン ベ ス

トメ ン ト ・セ ン タ
ー と して い る ．そ の 他 ，次 の 4事業本部が そ れ ぞ れ イ ン ベ ス トメ ン ト ・

セ ン タ
ー

とな っ て い る．

  長距離通信事業本部

  電報事業本部

  パ ケ ッ ト事業本部

  画像通 信事業本部

中継系 ネ ッ トワ
ー

ク を保有 して 県外通 話 を担 当

電報事 業

パ ケ ッ ト通信

フ ァ ク シ ミ リ通信網 ， ビ デ オテ ッ ク ス （キ ャ プ テ ン）

　こ れ らの 事業部 をサ ポ ー
トす る部 門 と して 研 究 開発 本 部 ，サ

ー
ビ ス 生 産 本部 ， 法 人営 業

本部 ，営業本部 が あ る ．そ れ以 外 に本社 オ
ーバ ー

ヘ ッ ド （OH ）部 門 と して 人 事 ， 労 務 ，

経 理 ，広 報，総 務等が あ り， コ ス トセ ン タ
ー

部門 と して 関東逓信病 院，研修 セ ン タ な どが

ある ．

　　　

　　　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事 業部

　　　　　　　　　　　　　 図3　NTT の 事業部制組織

3．2　事 業部の 収益 ・ 費用 ・ 利益

　NTT の 収益
・
費用 ・利益 をサ

ー ビ ス 別 に集計 した もの が ，役務別損益 明 細表 と して 公

表 され て い る （表 1 参照 ）． こ れ に よる と，1992 年度の 通信 事業か らの 収益 は 総額で 約 5
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兆 6 千億 円で あ る が ， そ の 約 88 ％ は 電話サ ー ビス か らの 収益 で
， 電 話以外の 電報 ，

パ ケ ッ

ト
，

画 像 な どの サ ー ビ ス か らの 収 益 は ，合 計 して も 12％ 前 後 に しか な ら な い ． こ れ は
，

NTT の 電話事業 へ の 依存度 の 高 さ を示す もの で あ る ．電話サ ー ビ ス 以 外 で は ，電報 は 一

時ほ どの 勢 い は な く，大 きな赤字 を計 上 して い る．そ の 他 の 事業 は どれ も将来 に 期待 を寄

せ る新規 事業で ある が ，成長途上 で あ っ て ，それ らの 事業部 の 収益 状況が 全 社 の 経営 に 与

える影響 は まだ 小 さ い ．

表1　役務別 損益明細表 （1992 年度）
単位 ：百万円

役務 の 種類 営業収益 営 業費用 営業利益

電　　　話 4
，
898

，
295 4

，
530

，
754 367，541

電　 　　信 3，030 2
，
755 274

電　 　 　報 76，373 91，469 ▲ 15ρg5

専　　　用 464，360 382，946 81，414

デジタル デ
ー

タ伝送 49
，
805 39

，
799 10

，
006

回 線 交 換 4
，
106 3

，
706 399

パ ケ ッ ト交換 45，699 36，092 9，606

無線呼出 し 28
，
148 24，120 4

，
027

フ ァ ク シ ミ リ等 53，872 117，543 ▲ 63，671

電気通信事業合計 5
，
573

，
887 5

，
189

，
389 384

，
497

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料 ：NTT 報道資料 よ り

　1992 年度 末 に初 め て
，
事業部別 収支が 公 表 され た （表 2 ）。そ の 結果 を見 る と

，
大 きな黒

字 を抱 え て い る の は長距離 通信事業部 で ，そ れ に 続 い て 東京 ， 関東 ， 関西 と い っ た大都 市

圏 をテ リ トリ
ー

とする 地 域事 業部で ある ．

　 こ の よ うに 地域事業部の 損益 に 地 域差が 生 じ る の は
， 電 気通 信の 料金制 度 と深 い 関係 が

ある の で
， 次 に料 金制度 に つ い て み て み よ う．

3．3　電気 通信 料金 制度

　電 電 公社時代 に は 電気通 信 料金は 法定で
， そ の 決定 に は 国 会 の 議決が 必要 で あ っ たが

，

民営 化 と同 時 に 郵 政 大 臣の 認 可 制 に な る と と もに
， 料 金算定方式 に は 他の 公益 事業 と同 じ

よ うに レ ー トベ ース 方式が 適用 され る こ と に な っ た ．

　 レ ー トベ ース 方式 とい うの は 図 4 に 見る よ うに ，事業用 資産 （レ
ー

トベ ー
ス ） に公 正報

酬率 を乗 じて 公正 報酬 を算 出 し， こ れ に 営業費用等 を加 え た もの を総括原価 と し，料 金収
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入 の 総 額が こ の 額 と等 し くな る よ うに 料金 体系 を決定 する 方式 を い う． こ の 算式の 実際の

適用 は
，

サ ービス （例 えば 電話 サ ー ビ ス ）ご と に行 わ れ る ．

　　　　　　　　　 表 2　事業部収 支 の 郵政 省報告 （1992年度末 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 単位 ：億 円

営業収益 営業利益 経常利益

東　京 8
，
365 LO73 730

関　東 9，853 944 764

信　越 1，582 ▲ 262 ▲ 275

東　海 5，247 ▲ 1 ▲ 73

北　陸 1，047 ▲ 276 ▲ 281

関　 西 8，448 317 84

中　 国 2β69 ▲ 512 ▲ 545

四　 国 1
，
434 ▲ 341 ▲ 345

九　州 4，924 ▲ 724 ▲ 755

東　北 3
，
187 ▲ 568 ▲ 609

北海道 2，190 ▲ 432 ▲ 450

地 域 合 計 49，150 ▲ 783 ▲ 1
，
757

長 　距　離 11
，
240 4

，
916 4

，
547

電 　　　報 763 ▲ 163 ▲ 168

パ ケ ッ　ト 617 562 33

画　　 　像 149 270 ▲ 133

移　動　体 1ρ29 1
，
020 ▲ 33

全 社 合 計 62
，
95259

，
039 2，488

　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　　　 　資料 ：NTT 報道資料 よ り

　 こ の 報 酬 率 は規制 され て い る が ，あ る範 囲 を もっ て い る の で ，そ の 範 囲内 で 経 営 者 に 料

金水準 の 決定権が与 えられ て い る こ とに な っ て い る ． とこ ろが 民 営化以 後の 料 金の 動 向 を

見 る と，図 5 の よ うに 新規参入 事業 者 （NCC と呼 ば れ る ）各社 の 料 金水準 は横並 び で あ

り，料 金値 下 げ が行 わ れ て い る に も係 わ らず ， 常 に NTT の 水 準 よ り低 い と い う不 自然 な

状 況が 続 い て い る ． こ れ は 料 金 が ，必 ず しも 自由競争 に よ っ て 決定 され て は い な い こ とを

示 して い る ．
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判金収入総額

Il

総括原価 報酬

レ ー
トベ

ー
ス × 報酬率

　 　　 　　 ll　　　　　　　　　　 II

　　　　 　…　 負債比率　 ×　負債利子率　i

　　　　

　　　　 　　　　　　　　
＋
　　 ’

　　　　 　i「埀 ］・ 匳三］i
　 　 　 　 　 −　一　＿　＿　一　一　一　一　一　一　一　一　一　＿　＿　一　一　一　一　一　一　＿　一　一　曽　圏　H　，　＿　”　一　＿　一　一　」

一
　 　　 　　 　 貸借対照表

一営業費 ＋ 減価償却費＋ 諸税

図4　 レー トベ ース方式

単位 ；円

円

oo
　

4

300

200

100

，

87．9
，

88．2　　　　　　　
’
89．2　　　　　　　

’
90．3　　　　　　　

’
91．3　　　　　　　

’
92．6

　　 図5　Nlrrと長距離NCC の料金格差 の推移

　　　　　　（最遠距離平 日昼 間3分 間料金 ）

’93．ll

　表 3 に NCC 各社の 業績 を示 すが ， 3 社 の うち少 な くと も 2 社 は，事業開始直後 か ら黒字

を計上 す る 状況が 続 くな ど，新規事 業 と して は
，

か な り立 ち上 が りが 早 い ．そ れ は
， 割 高

な市外通話料金が 原因だが ，そ の 裏 に は新規参 入業者の 育成 を目的 とす る 政 策的 な意図 が

窺 える ．
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表 3　長距離 系 NCC 各社の 売上 ・経常利益 の推移

単位　億 円

決 算　期
’

88，3
’

893
’

90．3
’

91．3
’

92．3
，

93．3

売上 高 88 406 989 1554 1，998 2，300
第二電電 ’一一一一一一一一一一一一一一一■■一一一一一一一一一一π罰一一一匿匿匿一一一一一一一7r一一鹵一山幽一一一一一一一一一一凵一’

DDI 経常利益 ▲ 64 451 　 175 207 234 250

売上高 72 269 772 1，194 1，734 2，110
日本テ レコ ム 一一一一，曽一一一一一一．．一一一一一尸胴7胴一冒■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．一一一一一一一一■一一一一一一一一

JT
経常利益 ▲ 49 9 113 120 160 180

日本高速 売上高 39 133 239 294 338 440

通信
一一一一，TW1匿一一一−匿一一一一一一11闇胃冒冒一一一’一一一一一一一一一一一一一一鹵一一一一一．．一一岫一■■一一一一一一

TWJ 経常利益 ▲ 67 ▲ 43 4 ▲ 　　14 ▲ 　　71 ▲ 　 70

（注）電話サ ービス 開始は
，
3社 とも 1987年9月4日なの で ， 1988．3期は 12ヶ 月はな い

4． 事業部 の 利益管理 権限 の 問題点

　NTT は
， 幾 つ か の サ ー ビ ス （役務 と呼ば れ る 〉 を提 供す る 事業体で あ る が

， 事業規模

か ら い っ て も電 話サ
ー ビス が 圧 倒的 に 大 きい こ とは

， 前節 で 述 べ た とお りで あ る． そ こ で
，

NTT の 事業部制 の 特徴 を論 ず る に 当た っ て は ，電話 サ ービ ス を提供 して い る地域 事業部

と長 距離事業 部 を取 り上 げ る の が適 当 で あ ろ う 。

　電 話 サ ー ビ ス を提 供す る地 域 事業本部 は
， 日本 全 国 を 11 の 地域 に 分割 して そ れ ぞ れ の

市場 に対 す る責任 を負 っ て お り ， 原 則 的に投資 に関 す る 意思決定権 限 も事業部長 に委 ね る

イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター （投資利益責任単位） とな っ て い る ．長距 離事業部 は 中継網

を担 当 し て い る が
， 同 じよ うに イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ー
で ある ．

　米国型 の オ ー
ソ ド ッ ク ス な マ ネ ジ メ ン ト ・

コ ン トロ
ール 理論 に よれ ば

，
イ ン ベ ス トメ ン

ト ・セ ン ターで は ，資本 運 用 に 関 す る 包括 的 な権限 が 事業部 長 に委譲 され る
一

方 で ，そ の

投資 に見 合 っ た利益 をあげ る 責 任 が 課 され る ．そ して 利益 責任 を遂行す
．
る ため には

， 利 益

の 管理 可 能性が 事 業部 長 に 与 え られ て い なけれ ば な ら な い と さ れ て い る ．す な わ ち ， （1）

式 に示 した よ うな利益の 各要素が 事業部長 に と っ て 管理可 能で なけれ ば， こ の 管理 シ ス テ

ム は有効 に 機能 しな い と い うこ と で あ る ．

利益 一 Σ 1（収益
一

変 動費 ） × 数 量 ｝ 固定 費 （1）

NTT の 場 合 に も，利益責任 を明確 に す る こ とが 事業部制導 入 の 動 機 とな っ て い る こ と
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は 前述 の とお りで あ り， 権 限規定 の 上 で は 殆 ど の 意思 決 定権 限が事業部 長に 与 え られ て い

る ． と こ ろ が 実質的 に は
， 事 業部長 に 裁量権が 及 ば ない こ とが あるの で ，以 下 に そ の 点 を

詳 し く検 討す る こ とに しよ う．

（1）収益

　 収益 を決定す る も っ と も重 要 な要素の
一

つ が ，電話料金 で あ る ．料金決定 は 前述 の よ う

に 政策的 に 決定 され る が
， そ れ は 電気通 信事業 が 公 益事業だ か らで あ る．公益 事業 とは，

必需的 なサ ー ビ ス を提供 す る 事業で
， 鉄 道 ， 電気 ，

ガ ス
， 水 道 ， 電 気通 信な ど線路や 管路

に よる ネ ッ トワ
ー

ク を有 す る事業 と定義 され る ．こ れ らの事 業 は ，独 占事業 と した 方が 経

済効率が よ く ， 自由競 争 を させ る と破滅 的 な競 争 とな っ て ， 自然 に 独 占状 況 を形成 して し

まう ，
と言 われ て い る ．そ こ で

，
こ れ らの 事業 に，法 外 な独 占利益 を得 させ な い よ うな規

制が 設 けら れ て い る の で ある ．

　現在 の NTT は ，競 争が 導入 され た とは い え ， 有効 な競 争が実 現 で き る状 況 に は な い の

で ，い まだ に料 金規制が 撤 廃 されて い な い ． こ こ は料金規制 の 総合的 な適否の 問題 を議論

する 場 で は な い が
， 事業部 制 管 理 の 側面 か らは ， こ の 料金 規制が 事業部 成員に 対 して

， 利

益管理 可 能性 へ の 疑 問 を生 じ させ
， 利 益責任 に 対 す る 意識 を低 下 させ て しま うこ とは確か

で あ る．

　そ れ に加 えて
， 表 2 に 示 した よ うな事業部 間で の 利益 の 偏 り も，事業部 の 自助努力で は

解決不可 能で あ る ．そ の 原 因 は
， 電話料金が 政 策的 に 全 国

一
律 に 定め られ て い る こ と に あ

る．通話 料 金 は，基 本 的 に通 話距離 と通 話時間で 決め られ て お り，
どこ か ら発信 し よ うと

ど こ で 着信 しよ うと同
一

料 金で あ る ．通 話 量 は，企 業 や 家庭 な ど利用者 の 多 い 大都 市圏 に

偏 る の で ，そ こで は 設 備の 利用 率が 高 くな っ て 高収 益 ・高 利 益 が 達 成 され る の で あ る． レ

ー トベ ース 方式 に よ る料 金決定で
， 電話サ ービス の 利 益 に 枠が は め られ た うえで

一
律料 金

制が 課 され る と，需要 に 差が ある 以 上 ど う して も黒 字の 事 業部 と赤 字 の 事業 部 が 生 じる．

全て の 事業部が 黒字 に な る こ とが あ る とすれ ば
， そ れ は 需 要 が 平 均化 した と きで しか な い

の で
， 赤字事業部 へ の 収益性 向上 の 動 機づ けが 困難 で あ る．

（2）振 替価格

　長 距 離 通話 は
， 長 距 離 通 信 事 業 部 と地 域 事業部 を ま たが っ て 通話 が 完 了す る の で ，両 事

業部 の 間 に社 内振替価格が 発生 す る ．各地域事業 部お よび長距離通 信事業部 は ， こ の 社内

振替価格の レ ベ ル に よ っ て 収益 が 左右 さ れ
， 責任 を負 うべ き利益 が影響 を受ける ．
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　長距 離通信網 （太線）

平
地

　　 県境

A 県　 i　 B 県

　　　　　　　　　　　　 図 6　長距離通信網 と地域通信網

第 2 節で 述 べ た よ うに
， 事業部が利益 に 責任 を負 うと い う場合 に

， そ の 利益 は 外部市場 を

反映 した 振替価格 に よ っ て 算 出 され なけれ ば公正 か つ 適切 とは 言 え ない が
，

NTT の 場合

は どうだろ うか ，

　長距離通信事業部 と地 域 事業部 との 間の 振替価格 は ，次 の よ うに な っ て い る ，図 6 に示

す よ うな A 県⇒ 長距離事業部 ⇒ B 県 とい う形 セ県 問通 信が 行わ れ る場 合 は，必 ず 長距離通

信 事業部 の 中継網 （図 6 の 太 線 で 示 す） を利 用す る こ と に な る が ，
こ の 時 の 地 域事業 部 の

料金収 入部 分 は
， 通常 「足 回 り料 金」 と呼ば れ ， 長 距 離 事業部 か ら地域事 業部 へ の 振替価

格 で あ る ．NCC 各社 も同 じよ うに
，

こ の 足 回 り料金 を NTT に 支払 っ て い る ．

　 1994 年 4 月以 降 ，
NCC の 足 回 り料 金 に 関 して は

， 事 業者 聞接続 料金 と して NCC と

NTT の 問で 取 り決 め る こ と に な っ た ．接 続 料 金 （取 引 価 格） は ，原 価 ＋ 公 正 報酬 の 総括

原 価基 準 に よ っ て 3分 間 約 12 円 57 銭 と定め ら れ た ． こ れ に伴 っ て 公 正 競争 の 観 点か ら，

地域事業部 と長 距 離事 業部 との 振 替価 格 も同
一

に 決 め られ た ．

　こ の 事業部 間振 替価格 は，他杜 との 取 引に 関す る料 金体系 と同
一 と い う点で

，
い わ ゆ る

単純市価で あ り， こ の 市価が 原価 ＋ 公正 報酬で 決定 さ れ る の で ，全 部原価 プ ラ ス 方式 に よ

る振替価格 で もあ る ， また
， 市内通 話 料金そ の もの が

， 前述 の よ うに，原 価 ＋ 公 正 報酬 を

回収 し きれ な い 料 金体系 とな っ て お り ， そ の 点で は振 替価 格 も接続料 金 も原 価 を も と に決

定 さ れ て い る と も言 え な い ，

　そ もそ も事 業部 は ，「客観的 な市場 の 評価 を得 た 利益」 に よ っ て 評 価 され
， そ の 利 益 を
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測 定する た め に 用 い ら れ る振替価格は
， 市場 メ カ ニ ズ ム に よ っ て 形成 され た価 格が 最 も公

正 な価格 で ある との 前提 に た っ て い る ． とこ ろ が
， 現在 の よ うに 政策的 に 長 距 離事業部が

黒字 に ，地域 事業部が 赤字 に な る よ うな振替価 格の 仕組み で は，米 国型 の 業績評価 シ ス テ

ム を導入 し ようとす る と不公 平感が 生 まれ，労働意欲 の 向上 の 支障 となる ．

（3） 数 量

　
一

般の 販売量 に 当た る （1）式の 「数量」 は
， 電話サ

ー ビ ス で は加 入 者件 数や通 話 量 とい

うこ とに な るが ， こ れ も事業 部 あ る い は NTT の 営業 努 力 で ，増加 させ る こ とが で きる要

素 は少 な い ．一
般 家庭 に は ひ と通 り電 話 は設 置 し終 わ っ て お り，2 回線 目を設置す る 家庭

は ま だ多 くな い し
，

企 業対 象 で も電 話 回線 を セ
ー

ル ス す る の は
， 大 企 業 向け の 専用 線 販 売

程 度で ある ．従業員の 努力 に よ っ て 拡販が 可 能なの は， テ レカ や電話機 の よ うな通 信 機器 ，

企 業 に対す る専用 線の 販 売が主 体で あ る が ，全収益 の 数 ％ を占め る に 過 ぎな い ．

　今後 と も回線数の 増 加は見込 まれ る が
， そ れ は 営業努 力 と い うよ り経済動向な どの 影響

の 方が大 きい と思 われ る ．

（4）新 商品 開 発

　収 益 を上 げ る 手段 と して
， 料金政 策 や販 売努力 の ほ か に 新商品 開発 が あ る ．（1）式 中の Σ

は
， 製品 ミ ッ ク ス を意味 して い る ．す な わ ち ， （収益

一
変動費） × 数量 で 表 され る 1商 品

の 粗利益 が ，複数集合 す る こ とに よ っ て 全 社 の 粗利益 に な る こ と を示 して い る ．こ の 製品

ミ ッ ク ス を変更 す る 際 の 重 要 な意思決 定 要 因 は ，新 商 品 開発 で ある ．

0　　　　2　　　　斗　　　　6　　　　8　　　 10　　　12　　　14　　　16　　　18　　　20　　　22　　　24

情報サ ービ ス 型

機能拡張型

割 引 き料金型

プライバ シー対応型

図 7　電話サ ー ビス の 種類比較 （単位　種類）

　米 国で の 電話 の 使用 量 は 日本の 約 5 倍 で ， こ の 差 はサ ー ビ ス メ ニ ュ
ーの 違 い が大 きな要

因 と い わ れ て い る ．電 話 サ ービ ス は 差 別 化 の 難 しい 商 品 で
， 料 金体系 が 主 た る 競 争 要 因 と
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なる （図 7 参照）が ，米国に は さ ま ざ まな料金 体系が あ っ て ， 生 活 パ タ
ー ン の 違 い で 選択

で きる よ うに な っ て い る 。適 切 な料金 設定 をす る こ とで ，需要 を喚起 して 増収増益 を達成

す る こ と も可 能な米国に 対 して ，わ が 国で は前述 の よ うに
， 料金が 政策的 に 管理 され て い

る の で
， 割引 き料金型の 新商 品が 開発 され に くくな っ て い る ． さ ら に事業部 ご とに 異 な っ

た料 金体系 の サ
ー ビ ス が提供 さ れ る こ とに 対する 違和感 は， わが 国で は まだ大 きい もの が

ある と思 わ れ る の で ，新 商品の 開発 ・提 供 を事 業部 に任せ ， ま たそ れ を事業部評価 に 結び

付け る よ うな管理手法 に は問題 が あ ろ う，

（5）費用構成

　（1）式 の 中で 残 る の は
， 固定 費と変動費 の 項 で あ る ．NTT の 費用 構 成 は 図 8 に 見 る よ う

に ，約 40％ が 人件費で ，32％ が減価償却 費 とい う固定費型 の 費用 構造 を して い る．

　人 員 合理 化 は 民 営化の 大 きな 目標 の
一

つ で あ り ， 当時 の 約 30 万 人 の 従業員 が現 在 20 数

万 人 に まで 減少 して い る ． しか し ， 日本の 企業風 土 の 下 で は 株式会社 に な っ た とい っ て も

安易 に 解雇 が で きる もの で は な い ．経営者 に よ る 高度な 政策 的判断が 求め ら れ る の で ，従

業員の 雇用 や 解雇は 事業部 長の 自由に は な らな い
。

　 も う
一

つ の 大 きな 固定費で あ る減価 償 却費 もま た，事業部 長 の 意 思 決定権限 の 及 ば な い

　　 図8　NTr の電気通信事業営業費用構成
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　資料 ：有価証券報告書

低 レ ベ ル の 部分 と同等の 機能 しか果 たせ な くな るか らで あ る ．

ジ タル 化投 資は ，黒 字 の 事業部 も赤字 の 事業部 も同 じよ うに 実行 しな けれ ば な らな い の で

ある ．

　NTT は，毎年約 1 兆 8 千億円超 の 設 備投 資 を行 っ て い る が ，
こ の よ うな 理 由か ら本 社 の

部分 が 大 きい ，NTT は
， 同

一
技 術基準 ，

同
一一

料 金 体 系 で 同
一

サ
ー ビス を 全 国 に

提 供 して い る が ， 全 国
一

律 の サ ー ビ ス を

提 供 す る た め に は，全 国
一

律 の 設備 を用

意 しなけ れ ば な ら な い ．

また
， 電話事業が ネ ッ トワ

ー ク ・ビ ジ ネ

ス で あ る こ と も重要な要件で ある ，

ネ ッ トワ
ー

ク は ，全 体 で
一

つ の 機能 を果

たす とい う特性 の た め に ，
一

律 の 基 準 で

構築 され な け れ ば十 分 な機 能 を発 揮 しな

い ． も し
一

律 の 基 準 で 作 られ れ ば ， そ の

ネ ッ トワ ー ク 全体が
， ネ ッ ト ワ ー ク の 最

　 　　　　 　 例 えば ネ ッ トワ
ー

ク の デ ィ
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調 整 に委 ね ざる を 得 ない 投資 が
， そ の 約 半分 を占 め て い る ． こ れ らの 投 資 は

， 投 資額 の 上

か らは 本社 （常務会 また は 取締役 会）の 承認 を必ず し も必 要 とされ る もの で は な くて も，

一
人の 事業部長で は 実質的 に決定で きな い 投資案件な の で あ る ．

　典型 的 な事業部制管理 で は ，各事業部独 自の 意思 決定が 全 社的 に 見て 好 ま し い 意 思 決定

とな る よ うな誘導の 仕 組 み 一 目標斉合性 一を作 り上 げ，事業部 に 自律 的 な意思 決定 権限 を

与 える こ と で 組織 を活 性 化 させ よ うとす る ． と こ ろ が ，
NTT の 事業 部 制 管 理 で は

， 赤 字

の事 業部 に も全国 統
一

的な設備投資 を打 た せ る よ うな集権的 な調 整 が行 わ れ なけれ ば な ら

な い こ とが 多 く， 米 国的 な意味で の 事業部の 利益責任 を追求 しに くい 状況 に ある ．

5． 業績評価 シス テ ム と資本 コ ス ト

　 イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター で あ る事業部 の 業績 評価 の 尺 度 と して は ，投 資 利益 率

（return 　on 　investment ；ROI ）や 残余利 益 （residual 　income ；RI）が 広 く用 い られ る ．前

者は ，当該事業部の 正味投下 資本 に 対す る 営業利益 の 割合で あ り，後者 は，事 業部 の 営業

利益 か ら投 下資本 の 資本 コ ス トを差 し引 い た 正味 額 の こ と で あ る．

　NTT で も事業部 の 業績 は
，
　 ROI の 改善度 と い うイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ー
ら し い 目

標 指標 と並 べ て ，
… 人 当 た り売上 高の 伸 び率 と い う手段 目標 が 用 い られ て い る ．特 に ，

NTT の よ うな装 置 産 業 の イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ターで は ，設 備 投 資 の 意思 決定 の 管 理

が重 要で ある の で
，
NTT で は 民営化 の 時点 で

， 投資 の 意思 決 定手法 と して DCF 法 を導 入

した ．そ こ で も投資の 意思決定の 基準 とな る の は資本 コ ス トで ある ．

　 こ の よ うに イ ン ベ ス トメ ン ト ・
セ ン タ

ー
の 業績管理 に と っ て 資本 コ ス トは重 要 な役割 を

担 っ て い る が ，そ の 求め 方は 図 9 に示 す よ うに い くつ かあ る ．資本 コ ス トは本来 T 企 業が

調達す る 各種の 資金の 総 合的 コ ス トを意味 し，それ が用 い られ る対 象は 二 つ ある ．一
つ は

，

企 業 の 調 達す る投資資金 の コ ス トを適正 な水準 に す る た め の 意思 決 定で あ り，他方 は ，調

達 され た資金 を どの 投資案 に投 資す べ きか の意思 決定で ある ．す な わ ち，調達 し た 資金の

コ ス トを 回収で きる見込み の あ る投 資案 に の み 投資す る と い う発想 で あ る ． こ の 考 え を発

展 させ る と
， 資金 の コ ス トか ら の 制 約 と は 別 の 制約 条件 か ら ， 最 小 限必 要 な投 資収益 率 を

設定で きれ ば
， そ れ を資本 コ ス トと して 用 い る こ とが で きる こ とに なる ． した が っ て

， 図

9 の よ うに ，資本 コ ス トは 資金 の コ ス トと必 要投 資収益 率 の 2 つ の 概 念 に 大別で きる ． さ

ら に 資金の コ ス トは
， 支出 原価 と株 主 の 機会原 価 に 分類 で きる ．支 出原価 と い うの は ，借

入金 の 場 合の 利子率や 新株発行 の 場 合の 配 当率 な どで ，資金 の 調達 と返済の キ ャ ッ シ ュ フ

ロ
ーか ら求 まる 内部収益 率で ある ．
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資本 コ ス ト

資 S ° コ ス ト
ー

［1
支出原価 （負債利子率，配 当率）

株主の 機会原価 （配当率，
一

株当た り利益率 ，

　　　　　　　安全利子率＋ リス ク）

必要投資収益率 （資本利益率，標準投資収益率）

　　　　図9　資本 コ ス トの 分類

　支 出原 価 が企 業 の 立 場 か らの コ ス トな の に対 して
， 株主 の 立場 か ら の コ ス トを資金 の コ

ス トと見做 すの が株主 の 機会原価 で ある ． これ に は
， 株式 の 市場価格 に 対す る 配当率 や 株

主利益 ，
ま た

， 株主 の 期待投 資収益 率 な どが含 まれ る ．株 主 の 期待投資収益率 とは ，株主

は常 に 安全 な投 資機会 を有 して お り， リス クの あ る企 業に 投 資す る の は ， こ の 安全 利子 率

よ り も リ ス クの 分 だ け高 い 投資収益 率 を望 ん で い る との 仮 定 か ら ， 安全 利子 率 ＋ リス ク を

資本 コ ス トとす る考 え方で ，CAPM が その 代 表 で あ る ．

　
一

方 ， 必要投資収益 率の 代表 は MM 理論 で
，

企 業価値 を低 下 させ な い た め に は
， 少 な く

と も現 在の 資本利益率 を下 回 ら な い 投資収益率が 要求 さ れ る ， との 発想 に基づ く．MM 理

論が 企 業の 現 在 の 資本 利益 率 を必 要投 資収 益率 とす る の に 対 して ，標 準 投資収益 率 の 考 え

方 は ，投 資可 能 な標準 的 な投資機 会の 投資収益率 をカ ッ トオ フ レー トに し よ う とす る もの

で ある ．

　通常資本 コ ス トは ，負債 の コ ス トと 自己資本 の コ ス トを加重平均 して 求 め られ る ．そ の

場 合 に ， 負債 の 資本 コ ス トに は支 出 原価 が使 わ れ ， 自己資本 の 資本 コ ス トを求め る 際 に は

さ まざまな方法が 使わ れ る が
， なか で もCAPM が よ く使わ れ る ．標準投資収益率 を除 く

株主 の 機会原価 や 必 要投資収益率は
， 全 て 市場 株価 か ら株 主 の 期待収益率 を推定す る 考え

方 を と っ て い る ． しか も株 主 は 経 済的 に 最 も有 利 な株式投 資 を行 う との 前提 に 立 っ て い

る ，

　 NTT の 株主 は 二 つ に 大別で きる ．一
つ は政 府で ，政府持株 は将来 とも 3 分の 1 を維持す

る こ と に な っ て お り ， 当分筆頭株主 で あ る こ とは 間違 い な い ． こ れ は定款変更，役員 の 解

任 ， 会 社 の 解 散等 に 関 す る議 決権 を有 して ， 国益 に反す る 支配権 が 及ば な い よ うにす る 最

後 の 手段 と し て の 役割 を果 た す た め で ある ． もう一方は 一
般株主で

， 個人 株主 が 多い ． こ

の よ うに
，
NTT の 株 主 は一

般 の 営利企 業 の そ れ とは 異 なる 面 を持 っ て い る の で
， 資本 コ

ス トの 測 定で も同 じような考 え方 を適 用 で きな い の は当然で あ ろ う．

　政 府 の 株式 所 有の 目的 は ，上 述 の よ うな い わ ゆ る公 益 性 の 維持 で あ っ て 利益 で は な い ．
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政府 は ， 当初 の 放出時に 大 きな株式公 開利益 を得た あ とは ，株式の 売買は 原 則 的に 行 わな

い の で ある ．そ の 意味 で は 企 業の 乗 っ 取 りを避 ける ため に株式相互 持合 い を行 っ て い る企

業株 主 と似 た状 況 に あ る ． こ の よ うに，投資収益率 を最 大化 す る とい う投資行 動 を と らな

い 株主 が 多 い 日本的 な企 業 の 資本 コ ス F に
， 米国的 な理 論 を適用す る と こ ろ に も大 きな問

題 が あ る．

6 ． お わ りに

　 わ が 国の 通信事業の 効率 向上 を 目的 と して 民営化 され た NTT は ，大規模組織 ゆ えの 非

効 率 を回 避 す る た め に事 業部制 を導 入 した ．そ の 事業部 制 は
， 米国 型 の 典 型 的 な事業部 制

で あ っ た ．す なわ ち
， それ ぞ れ の 事業部長が 経営者 か ら資本運用の 委託 を受 け，事 業運営

の 包括 的 な権 限 を委譲 され る と同時 に
， 利益責任 を負 う仕組み で 組織 の 効率化 を図 ろ うと

す る もの で あ る ． した が っ て ，利益 は事業部長 に と っ て 管理 可 能で な け れ ば な らな い が ，

NTT の 場合 に は ， 公 益 事業 で あ る こ と と ， 通 信 ネ ッ トワ
ー

ク を所有 して い る こ との 2 つ が

主 な原 因 とな っ て
， 利益 の 管理 可 能性が低 くな っ て い る 。

　 NTT が 企 業効 率 を向上 す る た め に
，

こ の よ うに 事業部制 を導 入 した こ と は
，

一
歩前進

と して 評価 され る もの の ，そ れ だ け で こ と足 りる と認識 す る な らば ，十 分 な成 果 を今後期

待 す る こ と は 難 しい で あ ろ う．事業部 制 の 本 来 の 趣 旨 を踏 ま えて ，そ の 長 所 を生 か す た め

に は NTT の 事業特性 に 合 わせ て
，

マ ネ ジ メ ン F ・コ ン ト ロ
ー

ル ・シ ス テ ム に 工 夫 を加 え

る こ とが 求め ら れ る は ずで ある ．

　典型 的な事業部制 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ール 理論 と の 差が顕著 な の は ，実 は必 ず しも

NTT だ け に 限 らず ， 多 くの 日本企 業 に 当て は まる 現 実で は な か ろ うか ．本研 究 の ね ら い

は，NTT の 事業部制 管理 で 生 じる マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ
ール 上 の 問題 点 を浮 き彫 りに

し，そ れ らの 基礎 に あ る本 質的 な問 題 を整理 す る こ と を目的 とす る もの で あ っ たが ，今後

は
， NTT に お け る こ れ らの 問 題 を解 決 す る と同 時 に ， 日本企 業 の 多 くが抱 え る共 通 の 問

題 点 と して も捉 えて
， 研 究課 題 と した い ，
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Divisionalized  Management  systems  at  NTT

Yasuo  Watanabe*

Abstract

  This research  is fbcused on  the divisionalized management  systems  of  Nippon

Telegraph  and  Telephone  Corporation (NTT) as  an  exceptional  precedent  of  decen-

tralized profit management.

 In 1985, Nippon  Telegraph and  Telephone Public Corporation was  reorganized  into

a  private  company  in line with  Japan's new  telecommunications  industry liberaliza-

tion policy. This move  was  made  net  only  to end  the monopoly  of  Japan's telecommu-

nications  industry  by NTT  as  a  public corporation,  but also  to improve  the  efflcieney

ofNTT.  Saon  after  privatization,  NTT  replaced  its functional organization  with  a  divi-

sienal  one,  

'

 However,  NTT  as  a  private company  faees two major  problems  in organizing  itself

as  a  system  of  divisions, First, the company  must  still operate  under  government  reg-

ulations  with  a  mandate  to serve  as  a  public  utility.  And  seeond,  the  teleeommunica-

tions business itself with  its network  operation  structure  is not  conducive  to being

managed  under  a  divisional organization.  Fot a  division seeking  to enhance  its prof
itability, these  factors pose  censtraints  not  usually  faced by  the  typical private compa-

ny.

  The  aim  of  this paper is to examine  the  eQnstraints  faced  by  NTT  in this environ-

ment,  highlighting: the problems  division m4nagers  face in operating  under  a  regu-

lated tariff system;  lower controllability  on  itff expenses  sternrning  from  a  higher pre-

portion of  fixed costs;  and  their ensuing  effbcts  on  a  division manager's  ability  to eon-

trol profit.

Keywords

Capitallnvestment, CostofCapital, DivisionalOrganization, InvestmentCenter,

Management  Control, NTT,  Perfbrmance  Evaluation, Profit Center, Public

Utility, TransferPrice
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"
 Graduate School of  Business Administration, Keie University

 InfoCom Research, Inc,, Senior Researcher,

74



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The  JapaneseAssociation  of  Management  Accounting

NSijit4

CIMA  ftft:ekMza

The  Nature  and  Development  of  the  Chartered

Institute of  Management  Accountants  (UK):
The  Birth  and  Growth  of  a  Professional.Institute

Douglas  McRae

  Mr. President, fe11ow management  aecountants,  I am  pleased  to be here and  to have

the  opportunity  to forge links with  my  colleagues  in Japan. I thank  you  for giving me

the  opportunity  to  speak  te you; Ihave  been  asked  to say  a  few  words  about  my

Institute and  how  it has developed over  the years.

  The  Chartered Institute of  Management  Accountants, or  CIMA, is the  prefessional

body  for people  who  specialise  in management  accountancy.  It promotes  the study  ofthe

subiect  to ensure  maximum  efficiency  in industrial, commercial  and  other  undertakings.

The  emphasis  is on  educating  and  training aecountants  to a  high standard  and  on  repre-

senting  management  accountants  who  are  equipped  with  the  right  skills  to bring about

developments in industry and  in commerce.

 Of  the  UK  professional  bodies, CIMA  provides  the  most  relevant  in-workplace  training,

fbr business management.  There  is increasing recognition,  among  employers  of  CIMA

members  and  students,  that  management  accountants  are  professionals who  can  take

part  in the management  and  development  

'of
 a  growing  business.

 The  Institute itselfwas  established  in 1919  as  a  result  of  a  recognised  need  to develop

techniques  for a  more  scientific  approach  to the  measurement  and  nature  of  costs.  At

that  time, Britain was  struggling  te regain  its prosperity  and  economic  stability  fo11ow-

ing the War.  k  became  clear  that cost  accounting  could  Provide industry with  a  solution
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to its problems by  applying  costing  systems  and  providing managers  with  the  informa-

tion to make  decisions and  control  their business.

  Existing accountancy  bodies showed  little interest in cost  accountipg  so,  to bridge the

gap, the Institute of  Cost Accountants was  formed  on  8 March  1919  with  a  membership

of  37, That  was  our  first name;  I shan't  bore you  with  a list of  changes,  over  the  years.

The  Institute was  fbrtunate that its first President was  Lord  Leverhulme,  a  prestigious

industrialist. I am  his 59th successor,  the  60th President of  the  Institute, in this 75th

anmversary  year.

  The  beliefs of  the first members  of  the Institute were  that cost  data and  the prepara-

tion of  financial statements  could  be combined  with  industry-specific technical knowl-

edge  to improve operating  practices.

  The  first members  did not  sit examinations  but were  adrnitted  on  the basis of  the  posi-

tion which  they  held in business, backed  up  by appropriate  references.  However  in May

1920, the Institute held its first examinations,  for 20  candidates  and  the nuinber  ofpee-

ple qualifying through  this route  gradually rose.  A  student  category  of  membership  was

established  and,  by  l929, almost  1,500 students  had  registered,  By  1930, the  Institute

had  nearly  800  members,  ofwhom  halfhad  sat  the Institute examinations.

 By  the late 1940s, membership  ofthe  Institute had  risen  to 1,233 with  2,391 registered

students.  During  the  post-war  period, membership  showed  a  marked  increase. In 1945

there were  1,840 members  and  5,307  registered  students.  By  1969, when  the  Institute

celebrated  its golden  jubilee, this had  risen  to 10,510 members  and  25,718 students.  At

the date of  the  75th anniversary,  membership  of  the Institute exeeeds  36,OOO worldwide

and  there are  60,OOO registered  students.  Over  the 75 years  of  Institute's existence,  this

represents  massive  increases  of  343%  and  233%.
                                        /

  When  the Institute was  first established,  the emphasis  was  on  experience  rather  than

education,  The  acceptance  of  experience  gradlially enceuraged  rnature  students,  firom a

variety  of  backgrounds, to take  the  examinations  at  a  later age.  A  close  relationship

between  examinations  and  experience  has remained  a  fundamental  characteristic  of  the
                                                                 '

Institute, up  to the present  day, Today, the Institute examines  over  43,OOO candidates

each  year, sitting  at  162  centres  worldwide.

  An  Institute coat  of  arms,  which  carries  the  motto  Accuratio  Probitas Justitia

(Accuracy, Probity, Justice) was  granted  in 1932. 0ther significant  events  in the  develop-
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ment  of  the Institute include  the Royal Charter, which  was  granted  in 1975 and  a  name

change,  to the  Chartered Institute of  Management  Accountants, in 1987, The  change

was  made  because it was  fe}t that the word  
"management"

 reflected  more  accurately  the

purpose of  the  Institute and  the  qualification and  standing  of  its members.

  Somewhat  more  recent  changes  include a  fundamental  re-examination  of  the

Institute's educational  system  which  has taken  place over  the  last two  years. This  in

turn  has lead to the  introduction of  a  new  syllabus,  under  which  the first exams  will  be

sat  in May  1995. The  new  syllabus  is still  grounded  in the  principles and  techniques  of

cost  and  management  accountancy.  However,  this has now  been  made  even  more  rele-

vant  to industrial, commercial  and  financial organisations.  For  example,  the study  of
           .

Japanese production  techniques  has  become  part  of  a  core  aspect  of  the  syllabus  eon-

cerned  with  modern  management  accounting  techniques.

  The  syllabus  was  reviewed  to recognise  the fact that, in serv.icing  the needs  ofmanage-
                  '
ment,  the role  of  the  management  accounfant,  had developed and  was  changing  continu-
                                                        '

ally.  A  number  of  developments in industry and  finance had  altered  the  angle  from

which  management  accountants  approach  their work.  The  most  notable  influences were:

       .  automation  and  integration ofproduction  techniques;

       .  the  increased availability  ofinformation  technology;

       .  new  financial practices; and

       
.
 theincreasingglob41isationofbusiness.

  Similarly, the  UK  has recently  experienced  a  number  of  developments in educational

philosophy and  practice; for example  there  has been a  general  shift  towards  work-place

testing and  using  case  studies.

  The  content  of  the new  syllabus  was  also  supported  by  the findings of  a  major  research

study  which  established  what  management  accountants  do and  what  they need  to know  

'

in order  to carry  out  their work.  The  historic view of  the management  accountant  was  as

a cost  accounting  specialist.  However, the researeh  identified one  of  the key Toles  of  man-

agement  accountant  as  a  provider  to management  of  management  information and  of

predictive skills.  The  syllabus  has been cultivated  in line with  this research.  For  example

the  subjects  at  Stage 4, the  final level ofCIMA  examinations,  convey  clearly  some  of  the

strategic  competencies  which  are  required  of  management  accountants,  This final Stage

comprises  Strategic Financial Management,  Strategic Management  Accountancy and
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Marketing, information Management  and  Management  Accounting Control Systems.

  CIMA  also  recognises  that  management  accountants  need  to be excellent  analysts,

good managers  and  above  all, excellent  communicators.  In acknowledgment  of  this, part

of the education  ofthe  management  accountap,  t involves the development of quantitative
                                        /

techniques,  analytical  abilities  and  presentation  skills.  These  skills  are  developed by

means  ofthorough  testing, across  16 subiects,  at  4 stages  and  3 years  assessed  practieal

expemence.

  After completing  the  practical experience  re'quirements,  members  of  CIMA  are  deemed
                                        /

to be associates  of  the  Institute and  may  use  the  designatory letters ACMA.  Ifthe  mem-

ber has had  three  years' experience  in a  morel  senior  and  responsible  position, then  they
                                        1 t

may  apply  fbr fe11owship ofthe  Institute. FellQws may  use  the designatory letters FCMA.

  The  Institute has a  Continuing Professional Development  Programme  which  provides

structured  guidance to qualified members  on  management  and  professional develop-

ment.  The  purposes  of  the  programme  are  threefbld. Firstly, Continuing Professional

Development, or  CPD  enhances  the value  of  the qualification, secondly  it sustains  and

enhances  CIMA  as  a  professional  body  and  thirdly, it maintains  the  competence  of

Institute members.  /

  CPD  Guidelines, helping CIMA  members  to determine their professienal and  manage-

ment  training  have been  issued. At present, the  scheme  is voluntary,  HoweveT,  mem-

bers are  reminded,  in an  ethieal  code,  of  their responsibilities  to maintain,  enhance  and

develop their professional competence.  The guidelines  provide CIMA  members  and  their

employers  with  the means  to achieve  this.

  Qualified management  accountants  should  be prepared to commit  a  minimum  of  30

hours per  year  to structured  CPD,  fbr exarnple  attending  courses  and  seminars.  The

Institute runs  courses  and  seminars  which  tie-in with  the  CPD  guidelines. In addition,

CIMA  also  holds courses  on  more  specific  subject  areas,  For  example,  in this year's

schedule  of  courses,  there  are  seminars  on  cJttpanese  Cost Management  and  Compaay

Accounting in the Far  East. For the  purposes  of  CPD,  members  are  advised  that struc-

tured learning activities  should  also  be supported  by  unstructured  private  study.

  The  development  of  the qualification has also  been infiueneed by  the  requirements  of

employers  and  the  changes  in the  market  for accountants.  CIMA  has recently  consulted

fu11y with  employers  of  management  accountants  and  members  of  the  Institute from
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companies  worldwide  about  the qualification. In the  development  of  the  syllabus,  and

generally, the  Institute has  an  excellent  relationship  with  employers.  This has  been

enhanced  by the formation  of  an  Employers'  Group  which  works  with  over  2,OOO employ-

ers  of  CIMA  students  in the  UK  alone.  Through  the  commitment  of  employers  to the

CIMA  qualification, the Institute has been able:

       .  to develop a  sYllabus  which  is more  appropriate  to the  needs  ofthe  working

          environment;  and

       .  to establish  quality standards  for the provision ofeducation  to CIMA  students

          and  for the  training  which  is provided  to students  by employers,

  There  have recently  been other  significant  changes  within  industry which  have  had  an

effbct  on  management  accountancy.  In Western  countries,  these  changes  include the

need  for industry to incr.ease spending  on  research  and  development and  the require-

ment  to make  substantial  investment in new  technology, To  add  te the diversity of  well

established  accoupting  concepts  and  techniques, the Institute is engaged  in continuous

research  to establish  how  these  can  be  adapted  to meet  the  ehanging  needs  of  business.

CIMA  currently  spends  £ 150,OOO  per year  on  research.

  The  Institute has produced  two  five-year research  plans, the  first of  which  called  fbr

academic  research  to be targeted at  a  number  ofissues,  including Just In Time  and  other

Japanese  production  techniques.  The  second  of  these plans  has identified wider  areas

whieh  require  research,  including:

       
.
 whether  and  how  companies  are  adapting  their accounting  sysPems  to

          deal with  new  manufacturing  technologies  and  processes;

       .  assessing  the  appropriate  management  accounting  techniques  to apply

          in service  businesses;

       .
 the extent  to which  companies  undertake  long-term financial planning

          and  the methods  which  they use  to do so  ;and

       .  whether  diflbrent disciplines, for example  the  adoption  of  the Japanese

          practiee oftarget  costing,  contribute  to the development  ofmanagement

          accountlng.

  In carrying  out  extensive  research,  the  Institute airns  to combine  the standards  and

strengths  of  a  professional body  with  an  opennesS  to new  ideas, te enhance  the  qualifica-

tion and  standing  of  management  accountants.
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 As  part of  CIMA's  commitment  to its members,  the  Institute provides a  number  of  ser-

vices  which  are  maintained  by  around  165 members  of  staff.  These  include the

Institute's jeumal Management  Accounting which  is issued monthly.  A  total of  approxi-

mately  90,OOO copies  are  circulated  worldwide,  The  Institute also  houses a  leading man-

agement  accounting  library and  information service  and  runs  management  and  profes-

sional  development  conferences  and  courses.  In addition,  CIMA  publishes booklets, study

texts and  books on  management  accounting  and  related  subjects  and  operates  a  network

ofbranches  around  the  United Kingdom,

  CIMA  recognises  that the scope  of  management  accountancy  is not  confined  to the

United  Kingdom.  For some  time, CIMA  has had  strong  and  effective  international con-

nections  and,  of  the.Institute's 33,OOO membbrs,  approximately  25%  are  based outside

the United  Kingdom.  As  for students,  about  38%  are  outside  the  UK.

  Convinced  of  the  worldwide  application  of  management  accountancy,  the Institute has

established  local organisations  of  members  and  students  in 34 countries,  CIMA  has divi-

sional  offices  in 5 of  these  countries,  Hong  K6ng, Malaysia, the Republic of  lreland, Sri

Lanka  and  South Africa. These  countries  represent  the areas  of  highest growth  potential

fer CIMA  membership.  In addition,  CIMA  is now  seeing  significant  growth  in Zimbabwe,

Zambia,  Botswana  and  Singapore. In Australia and  Canada,  the  Institute is developing

alliances  with  local aecountancy  bodies with  4 view  to premoting  management  accoun-

tancy, Mernbers  in these  countries  should  also  benefit from  the additional  support.  The

Institute is also  looking at  ways  in which  its influence in China  and  the  USA  could  be

extended.

  I am  delighted to speak  with  fellow management  accountants,  here in Japan. I hope

that this will  enable  the Institute to build more  bridges and  to help it to promote  man-
 '                                      '                                                                '
agement  accounting,  around  the  World.

  Thank  you  very  much  for Iistening, it's always  a pleasure to have  the  opportunity  to

speak  with  fe11ow management  accountants.
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記念 講演抄訳

英国管理 会計士 協会の 特徴 と発展

　　 職 業管理 会計 士 協 会 と して の 系譜 一

ダ ク ラ ス ・マ ッ ケ イ

　 日本管 理 会計学 会の 会長お よ び学 会 の 皆様 ，私 は
，

こ こ に 参列 し ， 日本管理 会計 学 会

（JAMA ） と提携 を結 ぶ こ とが で き ま した こ と を
， 心か ら感謝 申 し上 げ ます． さ らに 本 日

は，勅許管理 会計士協 会 （The 　Chartered 　lnstitute　of 　Management 　Accounting ： CIMA ）

の 特徴 と発 展 に つ い て お話 す る機会 を得 ま した こ と も ， 重 ね て 感謝 申し上 げ ます ．

　CIMA は
， 管理 会計 の ス ペ シ ャ リス トに よ っ て 構成 され ， 製造 業や 非製造業 の 発展 に 貢

献する 研究 を支援 して お ります．特 に
， 管理会計担 当者の レ ベ ル ア ッ プ と企業 の 発展 に 役

立 つ よ うな 的確 な技 能 を備 え る よ う，そ の 教 育 と訓 練 に重 点 をお き
， 尽力 して お ります，

　 と こ ろ で
， CIMA の 前 身の 原 価 会計 士 協会 は ，原価 の 測定 に 関す る， よ り科学 的方法 を

開発 し よ うと い う認識 と要請 に 基づ き， 1919 年 に 設 立 さ れ ま し た ． 当時 ， 英 国 は
， 第 1

次世 界大戦の 直後で ， 何 とか 過去 の 繁栄 を取 り戻 し ， 経済 的安定 をは か ろ うと必死 で した ．

そ こ で
， 原 価計算 シ ス テ ム を利 用 して

， 経営 の 意思 決 定や コ ン トロ ール に必 要 な情 報 を経

営管理者に 提供 し
，

企 業 の 抱 えて い る 問題 を解決 して くれ る こ とが 明 らか に な りま した ．

　 し か し なが ら，当時の 会計 士協 会は ，原価計算 に あ ま り興 味 を示 しませ ん で した ．そ こ

で ， こ の ギ ャ ッ プ を埋 め る ため に ， 1912 年 3 月 8 日 に ，た っ た 37 人の 会員で 原価会計士

協会 を設 立 しま した ．そ の 後，何 度か協会 の 名前 を変え ま したが ，その 間の 細か い こ とは

省略 い た します．CIMA は
，

ロ ー ド ・レ バ ハ ル ム とい う ， 大 変立 派 な初 代 の 会長 を得 ま し

た ．私 は
， 彼 の 59 番 目の 後継 者 で

， 第 60 代 会長 で あ り ， 75 周 年記念事 業の 会 長 で もあ り

ます ．

　同協 会の 最 初 の
一

般 会員 は
，

ペ ーパ ー ・
テ ス トを受けず ，実務経験 と推薦状 の み で 会員

に なれ ま した 。 しか し
，
1920 年 5 月 に は ペ

ーパ ー ・
テ ス トを行 い ， 20 人 が

一・一
般 会員 とな

りま した．そ の 後 ， 会 員 数が 増加 し ， 1929 年 に は ，学生 会員 も設 け られ ， 1
，
500 人が 登録

され ま した．

この 抄訳 は，CIMA 会長 の記 念講 演で 司会 と通訳 を担 当 され た 占川武男氏 （横浜 国立 大 学教授，本学会国際担当常務理事 ）に お

願い しま し た．
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　 1940 年代 に は ，

一
般会員 が ， 1

，
233 人 ， 学生 会員 2

，
391 人 に な りま した ．第 2 次 世 界大

戦 後は
， 会員数 も急増 し ，

1945 年に は
，

一
般会員 が 1

，
840 人 ， 学生会員が 5

，
307 人で した ．

1969 年 に は
， 協 会 も 50 年 祭 を行 い

，

一
般会員数が 10

，
510 人 ， 学生 会員数が 25

，
718 人 に

な りま した． 75 周年 を迎 える 今年 は，
一

般 会員数が 36
，
000 人 を超 え，学 生会員 は 60

，
000

人 に な りま した ，

　 同協会が 設立 され た 当初 は ，教育 よ りも実務経験 に 重 点が お か れ て お りま した． こ こ で

経 営 を積 ん だ 人 た ちが ， 後 に ペ ーパ ー ・
テ ス トを受 け る よ うに な りま した ． こ の よ うに

，

実務経験 と ベ
ーパ ー ・

テ ス トの 融合が ， CIMA の 基本精神 で あ り，
こ れ は 今 日で も変 わ り

が あ りませ ん ．現在 で は ，総受験者が ，世界中 162カ所で ，約 43
，
000 人 を超 えて お ります．

　 CIMA の 紋 章 の 正 確 ・誠 実 ・正 義 は ， 1932 年 に作 られ ま した ． さ らに，　 CIMA の 発 展

史の 中 で
， 重要 な 出来事 は

，
1975 年 に Royal　Charter に な り，

1987 年 に CIMA に な っ た

こ とで す。 こ うした変化 は ，Management と い う言葉が T 協 会 の 目的 ，会員 の 質 お よび

立場 を よ り正確 に 反映 する とい う理 由 に よる もの で す．

　最 近 の 変化 と して は
， 過 去 2 年間に わ た っ て 行わ れ て きた教 育 シ ス テ ム の 改革で す ．特

に
， 新 し い シ ラ バ ス に 基づ く最初 の ペ

ーパ ー ・テ ス トが 1985 年 5 月 に 行 わ れ ます ． こ の

新 シ ラ バ ス は
， 原価 お よ び管理 会計の 基礎 と技法 に基本 をお い て お りますが

，
こ れ まで 以

上 に 製造 業 や 商 業 な ど に適 した もの に な っ て お ります ．た とえば ，現代 的な管理 会計技法

と して ， 日本企 業 の 生 産管理 シ ス テ ム の 研究 な ど も，主 要 な科 目 と して 取 り入 れ られ て お

りま す ．

　 シ ラ バ ス は ， マ ネ ジ メ ン トで 必要 とさ れ る もの や ，管理 会計担 当者 の 役割 な どを入念 に

検討 し，継続的 に何 度 も何度 も作 りか えた もの で す ． い ろ い ろ な視点 か ら幅広 く検討 した

宋， シ ラ バ ス に影響 を与え たの は
， 次 の よ うな もの で す．

　 　 1） 生 産 の 自動 化 と生 産技 術 統 合

　 　 2） 情報技術 の 利用可 能性 の 増大

　 　 3） 新 し い フ ァ イナ ン ス 関連 の 実務

　　4） 企 業の グ ロ ーバ ル 化 ，等

　更に
， 英国で は

， 最近 教育に 関す る 考 え方 や 実務 で ，様 々 な開発 が な され て きま した ，

た と えば
，

ケ
ー

ス ・ス タ デ ィ の 採 用 や ， 現 場 で の 実 習 な どが行 われ る よ うに な りま した，

　 こ の 新 し い シ ラ バ ス は，管理 会計担 当者の なすべ きこ とに つ い て の 様 々 な研 究成果 に支

え られ て お ります．伝 統的な管理会計 担当者像 は
， 原 価計算 の ス ペ シ ャ リス ト的 な もの で

したが ， 研究 成 果 に よ る と，管理 会計担 当者 の 重 要 な役割 は，経営管理 者 に経営情報や 各

種の 管理 手法 を提 供 す る こ とで あ る ， と言 っ て お ります ． シ ラ バ ス もこ うした研究成果 に
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基づ き， 洗練 され ま した ． た とえば
， CIMA の 試験で 最終段 階 で ある 第 4 ス テ

ージ で は ，

主要テ
ー

マ と して 戦 略的 な もの が 多 く取 り上 げ られ
，

た とえば
， 戦 略的財 務管理 論 ，戦略

的管理 会計論 お よび マ
ーケ テ ィ ン グ論 ，情報管理論 ，管理 会計 と コ ン ト ロ

ール ・シ ス テ ム

等 が取 り入れ られ て お ります ．

　 CIMA で は ，管理 会計担 当者 は ，優 れ た ア ナ リ ス トで あ り，優 れ た マ ネ ジ ャ
ー

で あ り，

しか も， 優 れ た コ ミ ュ ニ ケ ータ
ー

で な けれ ば な らな い と感 じて お ります． した が っ て ，そ

の 教育 に は
， 計量 的技法の 開発 は もと よ り， 分析 能力お よ び 発 表技術 等 も要求 され て お り

ます．こ うした技術 は， 4 つ の ス テ
ージ で 16教科 を通 じテ ス トを行 い ，3 年 間の 実務経験

に よ り，養成 され磨 きあ げ られ ます ．

　
一

般 会 員 は
， 所 定 の 実 務 経 験 を経 る と

，
ア ソ シ エ イ ト会員 と な り ， ACMA とい う肩 書

きを もら うこ と にな ります ． さ らに ， 上 級 管理 職 の 実 務 経験 を 3 年以 上 経験 す る と ，
フ ェ

ロ ー会員 とな り，
FCMA の 肩書 きが もられ る こ とに な ります．

　さ らに
，
CIMA は

，
　 Continuing 　Professional　Development 　Programme と い うプ ロ グ

ラ ム が あ り，キ ャ リ ア
・
ア ッ プ を絶 えず は か っ て お ります． こ の プ ロ グ ラ ム の 目的は ，3

つ あ り， よ り専 門性 を養 うこ と　（CPD ），　 CIMA を プロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル な協 会 とす る こ と，

お よ び会員 の 能力 を維持 ・増進 する こ とで す．

　管理 会計 士 は ，CPD 関連 の コ
ース な い し セ ミ ナ

ー
に 年間 最低 30 時 間参加する こ とを義

務づ け ら れ て お ります．CIMA は
，
　 CPD ガ イ ド ラ イ ン に 直結す る コ

ー
ス や セ ミ ナ

ーを開

設 し
， 特殊講義的 な科 目 も設けて お ります，た とえ ば，今年 は

， 日本 の 原価管理 や極東 の

企 業会 計 な ど も設 けて お ります ． また ，CPD の た め に は ，会員 は ，正 規 の 学習 ば か りだ

けで は な く， 自主 的努 力 に よ りカ バ ーす る よ う，ア ドバ イス され ます ．

　管理 会計士の 資質 の 充 実 は
， 管理 会計 士 へ の 要 求 の 変 化 に 大 きく影響 され ます ．最 近 ，

CIMA は
， 管理 会計士 の 資 質 に つ い て ， 雇 い 主 や 世 界 中 の 会員 に相 談 しま した． と くに ，

シ ラ バ ス の 作成 に 際 し て は
，
CIMA は雇 い 主 と強 い 人脈 を持 っ て お ります． そ の 結果 ，

CIMA は
，

　　1） 管 理 会計担 当者が働 い て い る 環境の ニ ーズ に適 した シ ラ バ ス を作成 し，

　　2） さ ら に
，
CIMA の 学 生 に対 す る 教 育 や訓 練 等 の 質 的基 準 を確 立 す る こ とが で き ま

　 　 　した．

　最 近 ， 西 側諸 国で は
， 研 究開発 と新 しい 技術 へ の 投資 の 増 大 が管理 会 計 に 大 きな影響 を

及 ぼ し ま した．CIMA は
，

こ うし た 変化 に 十分対応 で きる研 究 に い そ し ん で お り， 具 体的

に は
， 最近 ，

こ の 種 の研 究に 150
，
000 ポ ン ド費や して お ります．

　 CIMA は ， 5 力 年の 研 究計画 を 2 つ 持 っ て お ります ． そ の 1 つ は ， ジ ャ ス ト ・イ ン タ イ
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ム や 日本の 生 産技術 等 を統 合 した ，ア カ デ ミ ッ ク な研 究で す． も う 1 つ は ， 次 の よ うな も

の を含 む広 範 な研究で す ．

　　1） 各企 業は ，新 しい 生産技術 や生 産工 程に
，

ど の よ うに 会計 シ ス テ ム を適用 させ て い

　 　 　る か ．

　　2） 非製造業 に適 した 管理会計 シ ス テ ム の 評価

　　3） 長期財務計画 を採用 して い る 企 業，そ う した企 業が採用 して い る 各種 の 管理週 報 を

　　 明 らか にす る こ と

　　4） た とえば ， 日本 の 原 価 企画 の よ うな ， 異 質の 手法が管理会計の 発 展 に寄与 し得 る か

　　　ど うか の 研 究な ど

　CIMA は
， 会員 に 対 し

，
165 人 か らな る ス タ ッ フ に よ り

， 様 々 なサ ー ビ ス を行 っ て お り

ます ．そ の 1 つ は，月刊 誌 Management 　Accounting の 発 行で ，金 世 界 に 約 90，000 部販

売 して お ります． さ ら に
， トッ プ ク ラ ス の 管理会計 関連 の 図 書館 を持 っ て お り，

こ れ に 基

づ く情 報提供 ， 管理 会計 関係 の 学 会や 各種の コ
ー

ス も開設 して お ります． さ らに
， 管理会

計関係 の 書籍類の 発行，お よび 英 国内 の 情報ネ ッ トワ
ー

ク も持 っ て お ります ．

　CIMA は
， 管理 会計が 英国の み に と ど まる べ きで な い こ と も十分承知 して お ります．事

実 ， 国 際 的 に 強力 で 影響力 の 強 い 人脈 を持 っ て お り，
た とえば

，
33

，
000 人 の

一
般 会員 中 ，

25％ は海外 で ，学生 会員 38％ も海外 で す．

　CIMA は， こ うし た管理 会計 の 国際性 に か ん が み て ，34 力国 に ，
一

般会員 と学生 会員の

地 方組 織 を作 り， さ らに ホ ン コ ン
，

マ レ ーシ ア ， ア イ ル ラ ン ド，
ス リ ラ ン カ

， 南 ア フ リカ

に支部 を設 け ま した． また ， ジ ン バ ブ エ
， ザ ン ビ ア ， ボ ス ワ ナ ，

シ ン ガ ポール は ，
こ れ か

ら会員の 増加 が 見込 まれ る 国 で す ．さ らに
，
CIMA は

， 管理 会計 の 促 進の た め に
， オース

トラ リ ア と カ ナ ダの 会計 士協会 と提携 を結 ん で お ります ．こ れ か ら中国や ア メ リ カ も同様

な 関係 を持 つ よ うに考 え て お ります．

　私 は ， 日本 で 今 回皆様 とお話 が で きま した こ とを，た い へ ん嬉 し く思 っ て お ります ． さ

ら に
， CIMA と多 くの 国 と が橋 渡 しをす る こ とが で き ， 世 界 中 に 管理 会計 を広 め る助 力が

で きます こ とを
， 心 か ら希望 い た します．

　長時 間の ご静聴有 り難 うご ざい ま した ．こ れ か ら も皆 さん とお 話 しす る機会が 有 ります

こ とを心 か ら願 っ て お ります ．
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《講演者の 略歴紹介》

　講演者 Duglas 　Robert　McRay 氏 は ，1960 年に 同協 会の ア ソ シ エ イ ト会員 に ，そ して 1981 年に 同

協会 フ ェ ロ ー会員 に な り，1993 年か ら CIMA 会長 に就任 し て い ます．同氏 は
，
　 CIMA の 教育 ・

訓練，

慈善 ・財務委員会の チ ェ ア マ ン ，CIMA の 常任理事，お よ び ICWA 慈善団体 の 委員 も勤め て お り，

CIMA エ ジ ン バ ラ支部 の支部長 ，1982 年 に ス コ ッ トラ ン ド代表の カ ン ス ル に 選ばれ て お ります．

　同氏は，エ ジ ン バ ラ に あ る名 門校 George 　Herio七 Schoolを卒業 し， ドイ ツ の ゴ ー
ル デ ン ・ハ イ ラ

ン ダ ーと し て 兵役 を 終 え ，
CIMA の 試験 を パ ス し ，

メ ン バ ー
に な りま した ．そ の 後，い くつ か の エ ン

ジ ニ ア リ ン グ 会社で 経験 を積み ，マ ン チ ェ ス タ
ー

に あ る現在の CIBA 　Geigy に就職 し
，

さ ら に
，

ロ ン

ドン に あ る Sanitas 社 の Cos 七 Accoun 七ant に な りま した，そ の 後，生 まれ故郷の エ ジ ン バ ラ に戻 り，

い くつ か の 会社 の 要職 を勤め
， 現 在，Hanover　Housing 　Associationの 財 務 担 当部 長 を勤め て お り

ます．
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